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要 旨： 

 これまで河川堤防の液状化対策は、平成 9 年に策定された「河川堤防の液状化対策工法設計施工マニュ

アル（案）」に基づき、中規模地震動を設計外力として基礎地盤の液状化が発生した場合の河川堤防の安

定性を確保することを目的に円弧すべり法等を用いた設計がなされてきた。その後、平成 19年の「河川構造

物の耐震性能照査指針（案）」の策定や平成 23 年東日本大震災において堤体の液状化による変状が多く

確認されたことを踏まえ、レベル 2 地震動に対する河川堤防の基礎地盤および堤体の液状化対策工の効率

的な設計手法の確立を目的とし、土木研究所では「河川堤防の液状化対策の設計手法検討委員会」を設

立した。本資料は、当委員会における検討結果を手引きとして取りまとめたものである。 
キーワード：河川堤防、液状化対策、調査、設計、施工、維持管理 
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土木研究所が「河川堤防の液状化対策工法設計施工マニュアル（案）」（土木研究所資料第 3513 号、

平成 9 年 10 月）を策定して以降、約 20 年にわたって、このマニュアルが河川堤防の液状化対策事業

に利用されてきました。 
その間、河川堤防の液状化対策に係る状況は大きく変わってきています。 
平成 19 年には、「河川構造物の耐震性能照査指針(案)・同解説」 （国土交通省水管理・国土保全局治

水課）が策定され、レベル 2 地震動に対応した液状化による堤防の沈下を直接的に求めるために、新たに地

盤変形解析が導入されました。 
平成 23 年には、東北地方太平洋沖地震により、河川堤防では多くの箇所で被害が生じました。この

中には、それまで耐震性能照査指針等で主な対象とされてこなかった堤体自体の液状化による被害が

数多く含まれており、事前に堤体の液状化対策を実施しておくべき箇所の選定方法や対策方法などが

喫緊の課題となりました。また、東北地方太平洋沖地震では被災事例に関するデータが多数収集され、

これらの事例を対象に検証を行った結果から、地盤変形解析に合理化の余地が大きいことが示唆され

ました。 
以上の背景のもと、土木研究所では、地盤変形解析の合理化に関する検討や堤体液状化による沈

下を地盤変形解析を用いて評価するための方法、基礎地盤および堤体の液状化対策を実施した堤防

に地盤変形解析を用いる方法などについて継続的に検討を進めて参りました。 
これらの成果を活用しつつ、レベル 2 地震動に対する河川堤防の基礎地盤および堤体の液状化対

策工の効率的な設計手法の確立を目的とし、液状化対策に詳しい学識者、建設コンサルタント業者、

建設業者、行政からなる「河川堤防の液状化対策の設計手法検討委員会」を設置し、委員会の成果を

手引きとしてとりまとめました。委員長である岡村未対 愛媛大学教授を始め、委員並びに幹事の皆様

には、貴重なご見識やご指導を賜るとともに、手引き作成に必要な検討や執筆等にもご協力を頂きまし

た。この場を借り厚くお礼申し上げます。 
本手引きが河川堤防の液状化対策事業において適切に活用され、河川堤防の耐震性の向上の一

助となることを祈念します。 
 
平成 28 年 3 月 

 
 

(国研)土木研究所 地質・地盤研究グループ 

   上席研究員     佐々木 哲也 

 
 
 
 

  



 

 
 

 

ま え が き 

 
阪神淡路大震災を契機として始まった河川堤防の液状化対策では、当初は中規模地震動を設計外

力とし、「河川堤防の液状化対策工法設計施工マニュアル（案）」（平成 9 年 10 月策定）に基づき、基礎

地盤の液状化が発生した場合の河川堤防の安定性を確保すべく、円弧すべり法等の力の釣合いによ

り対策工が設計されてきた。 
その後、2007 年には河川堤防の耐震性能照査外力がレベル 2 地震動に引き上げられたが、河川堤

防の液状化対策工がレベル 2 地震動による堤体および基礎地盤の変形量（沈下量）を抑制する効果を

実用的なレベルで評価する技術が確立されていない状況の中で、全国的に堤防の耐震対策を緊急的

に進める必要性が高いことから、引き続き既に実績のある設計手法に基づいて液状化対策の設計施工

が実施されてきた。 
この間、2011 年に発生した東日本大震災では、基礎地盤の液状化のみならず堤体自体の液状化に

よる河川堤防の被害が顕在化した。中規模地震動で設計された耐震対策工に被害が生じず、これによ

って設計法にある程度大きな安全余裕があることも確認された。また、多くの調査・研究が行われ、それ

により地盤変形解析を用いた設計法の精度向上や新たな液状化対策工の実用化がなされると共に、

様々な土質条件・地盤条件における堤体および基礎地盤の液状化による変形量（沈下量）の解析法、

新たな液状化対策工の設計・施工法などに関する知見が蓄積された。 
今般、このような状況を踏まえ、「河川堤防の液状化対策の設計手法検討委員会」の中で、河川堤防

のこれまでの力の釣り合いに基づく設計法が含有していた問題点を解消すると共に、新たに許容沈下

量に基づき、堤防本来の機能である治水安全性にも配慮した設計法を検討した。本手引きは、現場で

河川堤防の液状化対策を実施していく際の手引きとして利用して頂くことを意図したものである。 
本手引きを取りまとめる時点において、液状化対策工に係る解決できていない課題が少なからず存

在する。今後の調査・研究の進展により課題が解消され、本手引きが継続的に改定されることを期待す

る。 
 

平成 28 年 3 月 
 
 

河川堤防の液状化対策の設計手法検討委員会 

   委員長       岡村 未対 
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 総説 

 

本手引きは、河川構造物の耐震性能照査指針―II.堤防編―（平成 28年 3月 国土交通省

水管理・国土保全局治水課、以下、指針）1)に基づき、耐震性能を満足しないと判定された堤

防において、液状化対策を実施する場合の設計、施工、維持管理に適用する。 

 

本手引きは、指針に準拠するよう最新の検討結果に基づき、「河川堤防の液状化対策設

計・施工マニュアル（案）」2)（平成 9 年 10 月、部分改訂平成 10 年 10 月、土木研究所資料

3513 号、以下、旧液状化対策マニュアル）を改定するものである。 

本手引きで対象とする構造物は、指針と同じ盛土による堤防であり、自立式特殊堤や高規

格堤防は対象外となる。ただし、対策原理や適用条件を吟味した上で、本手引きに示す工法

ごとの諸元設定方法等など部分的に自立式特殊堤や高規格堤防の液状化対策に適用する

ことが考えられる。 

旧液状化対策マニュアルでは設計と施工のみを対象としていたが、本手引きでは河川堤防

の液状化対策特有の維持管理も加えた。 

 

 

本手引きで用いる用語の意味は、次のとおりである。 

（1）河川堤防 

 流水が河川外に流出することを防止するために設ける盛土構造物 

（2）液状化 

 地震動による間隙水圧の急激な上昇により、飽和した砂質土層等がせん断強度を失うこと 

（3）液状化対策 

 液状化による河川堤防の沈下等の損傷を抑制する対策 

（4）一連区間 

 液状化対策の工法、仕様等がほぼ同一となることが想定される河川堤防縦断方向の区間 

（5）代表断面 

 設計を行う上で代表的な河川堤防の一連区間内の横断面 
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（6）設計 

 液状化対策の工法、仕様等を決定し、施工・維持管理に必要な図書を作成する行為 

（7）対策工諸元設定 

 対策工諸元設定用震度に対して液状化対策工の安定等が確保できるよう液状化対策工

の仕様を設定すること 

（8）対策工諸元設定用震度 

 対策工諸元設定に用いる設計水平震度で、いわゆるレベル 1 地震動相当の水平震度 

（9）耐震性能 

 地震の影響を受けた河川堤防の性能。地震後の堤防天端高さ（地震による堤防天端の沈

下量）で評価される 

（10）レベル 2 地震動 

 対象地点において現在から将来にわたって考えられる最大級の強さを持つ地震動 

（11）浸透安全性 

 計画高水位（高潮区間にあっては、計画高潮位）以下の水位の流水の通常の作用に対し

て河川堤防が有する浸透に関する性能 

（12）堤体 

 河川堤防を作るために築造した盛土 

（12）基礎地盤 

 堤体の下部にあって堤体を支える地盤。主に自然の作用によって形成される。 

 

 

本手引きで対象とした液状化対策工とその設計方法等は、現時点の技術水準に基づいて

標準的な考え方を示したものであり、対象とする箇所の条件を踏まえるとともに、最新の知見を

活用して運用することが望ましい。 

 

本手引きは、標準的な方法や留意事項を示したものであり、対象とする箇所の条件によっ

て、他の基準等や新たな知見を参考にする必要がある。 

液状化対策工に関しては、解決できていない課題が多数存在する。たとえば、旧液状化対

策マニュアルで対象となっていたドレーン工法が、本手引きで対象外となっているのは、レベ

ル 2 地震時の対策効果の評価方法あるいは適用性が明らかでないためである。 

また、基礎地盤の液状化対策として、本手引きではのり尻直下地盤への締固め工法や固

結工法、鋼材を用いた方法、堤体直下へは締固め工法による全面改良を対象とした。天端の

沈下量を許容沈下量以内に収めるためだけであれば、天端直下のみの対策で十分かもしれ

ない。しかし、このような対策を施した堤防には堤体に亀裂等の変状が生じやすく、地震後を
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含む浸透安全性については不明な点が多い。一方で、のり尻直下地盤に対策を施すことによ

り、堤防のり尻の水平変位が低減し、堤体への亀裂の入り方も軽微なものになることが実験的

に確認されていることから、上記の対策工法を対象としたものである。このため、本手引きでは、

ドレーン工法のレベル 2 地震時の対策効果の評価方法に係る検討や、堤体直下の部分改良

に係る知見が蓄積されるにしたがって改定されるべきである。 

なお、液状化対策工の効果を実際の堤防で定量的に観測・評価できた事例はあまり多くな

い。液状化対策に係る様々な課題の解決に向けては、このような事例の積み重ねが必要不

可欠である。このため、本手引きでは、モニタリング事例や地震後の対応について、第10章に

示した。 

 

 

液状化対策の設計、施工、維持管理において、本手引きに記載のない事項に関して、指針

の他、関連する図書や基準類を準拠あるいは参考とする。 

 

本手引きを策定するにあたり、主に以下の基準に準拠、図書を参考とした。本手引きに記

載しきれなかった事項についてはこれらに準拠あるいは参考にするとよい。また、これらの基

準や図書が改定された場合には、改定の趣旨や適用条件等を十分に確認した上で、必要に

応じて改定された基準、図書を参考にするとよい。 

 

・河川管理施設等構造令 3) 

・河川砂防技術基準 計画編、調査編、設計編、維持管理編 4)～7) 

・河川堤防設計指針 8) 

・河川構造物の耐震性能照査指針・解説 II.堤防編 1) 

・河川堤防の耐震点検マニュアル 9) 

・河川堤防の構造検討の手引き 10) 
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2016. 

2) 土木研究所 ： 河川堤防の液状化対策工法設計施工マニュアル（案）, 1997, 1998.(部分改定) 

3) （社）日本河川協会 ： 改定 解説・河川管理施設等構造令, 2000. 

4) 国土交通省河川局 ： 河川砂防技術基準 計画編, 2004. 

5) 国土交通省水管理・国土保全局 ： 河川砂防技術基準 調査編, 2014. 

6) 建設省河川局 ： 河川砂防技術基準（案）同解説・設計編, 1997. 
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 調査 

 

堤防を縦断方向に、同じ対策工法で対策工の規模が同程度となる区間に細分化し、細分

した区間内で地震時に最も不利となる位置に代表断面を設定する。 

 

特に基礎地盤の液状化対策の工事単価は高く、区間の細分化によって施工延長を短く、

最適な工法・仕様・範囲とすることがコスト縮減には効果的である。そのため、丁寧に細分化

することが重要である。ただし、あまりに短い延長ごとに工法や対策工の規模を変えるのは、

施工性や維持管理の面から適切でない。 

細分化にあたっては、以下の項目に着目するのがよい。 

①被災履歴 

②河川堤防の構造：堤体の形状と構造（築堤履歴）、堤体の土質 

③地盤条件：微地形分類、基礎地盤土質、液状化層の層厚、地下水位 

④許容沈下量 

⑤周辺環境：土地利用状況、地下水利用状況 

⑥構造物・対策工：埋設物、護岸、ドレーン工等 

⑦その他 

堤体や基礎地盤の土質は、地盤調査結果がなくても、築堤履歴や微地形分類、被災履歴、

歴史的な土地利用状況から推定することも可能である。定期縦断測量の沈下傾向の違いも、

土質の違い等を反映していることが多いので活用するとよい。 

地震時の挙動に影響を及ぼす条件は、河川堤防の耐震点検マニュアル 1)も参考にすると

よい。微地形分類や比高などのように地盤調査結果に依らずに把握できるものもあるが、液状

化層厚や地下水位の把握等は地盤調査が必要となる。 

 

 

区間の細分化・代表断面の設定、照査、設計、維持管理に必要な地盤の情報が不足する

場合には、地盤調査を実施する。 

 

検討の目的によって、必要な地盤の情報は異なる。先の検討も見越しながら、計画的な情

報の取得に努める必要がある。 
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区間の細分化では、縦断的な液状化層や地下水位の分布が必要となる。特に区間端部が

地盤条件によって決まる場合や代表断面を設定する際には、サウンディング試験等によって

縦断的な情報を補足的に取得するのがよい。 

照査では、代表断面における液状化層等の横断的な分布が必要となる。ただし、堤体の形

状や構造物・対策工の有無等で区間が細分化されていて、地質的な検討や既存地盤調査の

結果、基礎地盤や堤体土質が近傍の代表断面と大きく変わらないと推測される場合には、近

傍の代表断面の地盤調査の結果を利用しても良い。 

また、2011 年東北地方太平洋沖地震において多く確認された堤体の液状化による被災事

例では、堤体内の水位が高く、水位以下の堤体土が砂質土の場合に生じていた。古い既存

のボーリング調査では、堤体内の水位を測っていない場合や盛土層の土質区分が記されて

いない場合も多い。このような既存データしかない場合には、追加調査を実施すべきである。

また、降雨の後にのり尻付近が湿潤化する箇所は周辺に比べ日常的に地下水位が高いと考

えられるため、調査が必要な箇所となる。ボーリング調査を実施する場合には、初めて水位が

認められるまで無水掘りによる掘削を行うなど地下水位を慎重に確認する必要がある。堤体

内では掘削時には水がなくても、時間とともに水位が回復することも多い。また、盛土内、盛土

直下の粘性土層を打ち抜くと、水位が低下することもあるため、打ち抜く前に地下水位を確認

する必要がある。 

設計では、代表断面における液状化層の横断的な分布に加えて、対策工法によっては支

持層の強度定数が必要となる。また、一連区間の中でも液状化層の厚さが変わる場合には、

設計断面を追加するためにボーリング調査等を実施する必要がある。 

液状化対策の検討に必要な地盤調査を表-3.1 にまとめて示す。各調査や試験方法は、地

盤工学会の図書 2), 3)に詳細が示されている。 
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表-3.1 液状化対策工の検討に必要な地盤調査 

 

※湿潤密度試験、三軸圧縮試験を行う場合には、乱れの少ない試料採取が必要である。 

※三軸圧縮試験の試験条件選定における留意事項は、4.4.5 に示す。 

 

 

指針に基づき、耐震性能の照査を実施し、対策の必要性を判定する。 

 

指針の策定される前（平成 19 年 2 月以前）の堤防の耐震設計および耐震点検では、円弧

すべり法により地震時安全率を算出し、算出された地震時安全率と堤防の沈下量との経験的

な関係から、堤防の沈下量を評価していた。その後の研究・開発によって、地震による液状化

に伴う土構造物の変形を直接算定する種々の方法が提案され、実務にも供せられるようにな

ってきたことを踏まえ、指針では、堤防の変形を直接算定することとしている。 

変形を直接算定する方法は、地震時挙動を動力学的に解析する動的照査法と地震の影

響を静力学的に解析する静的照査法に大別される。液状化対策を施した場合も含め堤防は

比較的単純な構造物であり、多くの場合には静的照査法により耐震性能の照査を行うことが

可能であることから、指針のみなし規定を踏襲し、本手引きでも静的照査法を用いることを基

本としている。動的照査法は、地域ごとの想定地震動に対する沈下量を求める必要がある場

合などに用いられることが多い。 

液状化に伴う堤防の変形を簡便かつ精度よく静的に算定する方法としては、液状化の発生

による土層の剛性低下を仮定するとともに、土構造物の自重を作用させ、その変形を有限要

地盤情報 調査・試験方法 液状化層 それ以外

土質
ボーリング
サウンディング

○ ○

N値 標準貫入試験 ○ ○

物理特性 物理試験 ○ ○
土粒子密度、粒度分布、
含水比、湿潤密度

単位体積重量 ○ ○

地下水位 ○ ○

N値 ○ ○ 1m毎

粒度分布、塑性指数 ○ ○ 1m毎

繰返し三軸強度比
(液状化強度）

△ △ N値からの推定を推奨

強度定数 三軸圧縮試験 - ○

変形係数 孔内水平載荷試験 - △ 鋼材を用いた対策の場合

標準貫入試験

一軸圧縮試験

三軸圧縮試験

PS検層 △

現場透水試験

室内透水試験

物理試験

○

液状化判
定、参照

必要な地盤調査 調査対象

○

浸透安全性照査 透水係数

せん断剛性
強度定数

液状化判定

○

区間の細分化

検討目的

液状化対策工
諸元設定

備考

耐震性能照査
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素法により算定する方法（有限要素法を用いた自重変形解析法）例えば 4)、液状化した土層を

せん断抵抗を有しない粘性流体と仮定し、地盤の流体的な変形を算定する方法（流体力学

に基づく永久変形解析法）例えば 5)等を用いることができる。 

なお、いずれの変形解析方法も地震による堤防の損傷状況を完全に模擬するものではな

いこと、本手引きに記載していない液状化対策工の種類や形状によっては静的照査法が不

適な場合もあることから、解析手法毎の適用可能な範囲を踏まえて利用することが必要である。

たとえば、パラペット付の堤防のパラペットを正確にモデル化し変形を求めたとしても、パラペ

ットの挙動まで含めて模擬できていると考えるべきではない。このような場合にはパラペット部

分を無視するのが一般的である。また、固結工法の改良幅が小さくスリムな改良体の場合は、

慣性力や土水圧の振動成分の影響を受け、ロッキング等を起こしながら回転変位や滑動変位

が徐々に蓄積することが実験では確認されている。このようなスリムな改良体に顕著に見られ

る慣性力や土水圧の振動成分の影響は静的照査法では考慮されていないため、対策工の効

果を過大に見込むことになる。本手引きで、変形解析の前に対策工諸元の設定を行うのは、

静的照査法等で決めることができない諸元（例えば、固結工法であれば、格子の間隔等）を

決めるためだけではなく、静的照査法で対策工の効果を過大に見込まないような対策工諸元

とすることも目的の 1 つである。したがって、本手引きの対策工諸元の設定に準じていない地

盤改良等の効果を静的照査法によって評価した場合に、適切に評価できない場合がある。 

ここでは、まず静的照査法（有限要素法による自重変形解析）の概要を示した上で、指針

（平成24年2月改定）後の検討によって明らかになったものも含め、液状化対策が施されてい

ない堤防に対して用いる際の留意事項を以下に示す。 

 

（１）有限要素法による自重変形解析の概要 

地震による堤防の沈下のメカニズムを液状化した土層の剛性が低下することであると仮定し

て、沈下量を求める方法である。 

手順としては、まず、液状化判定の結果に基づき、液状化によって剛性が低下する領域と

液状化しない領域に区分しておく。初期応力解析によって、図-3.1 の点 A の状態を求める。

液状化した場合には、実際には点 A から点 C に向かうが、解析においては、点 B を経由して

点 C に至る。点 A から点 B の経路では、柔らかくなったにも関わらず、ひずみを一定としてい

るので、力が釣り合っていない。この釣り合っていない力（拘束力）を求めておき、この力を

徐々にかける（拘束力を徐々に解放する）ことによって、点Bから点Cのようにひずみが増える

こととなる。液状化した要素の応力ひずみ関係は下に凸のバイリニアモデルで表現している。

剛性の小さい方を微小抵抗領域と呼び、この範囲の剛性を G1、剛性の大きい方を剛性回復

域と呼び、この範囲の剛性を G2、2 つの領域の境界を剛性回復点（抵抗変曲点）と呼ぶ。拘

束力をかける過程で、剛性回復点を超えるひずみが発生した要素では、G2が適用されるので、

これ以降ひずみが発生しにくくなる。微小抵抗領域の剛性 G1、剛性回復域の剛性 G2、剛性

回復点のせん断ひずみγLの間には、両対数軸上で直線的な関係となることが分かっており、
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（３）液状化層のせん断剛性の拘束圧補正 

堤防の耐震性能照査で用いる液状化層のせん断剛性は、液状化抵抗率 FLおよび液状化

強度比 RLと拘束圧で正規化したせん断剛性の関係（安田・稲垣式、図-3.2）から設定するの

が一般的である。 

東日本大震災では、液状化判定上の液状化層のうち、浅い液状化層のみが被災に影響し、

深い液状化層は寄与していないと推測される箇所が多く存在した。その結果、従来の解析で

は深い液状化層も変形に寄与するために、実測の沈下量に比べ過大な沈下量となる解析事

例が多く見られた。このような深い液状化層の変形を抑制するために導入したのが、拘束圧

補正である 10)。 

安田・稲垣式から求めたせん断剛性に、式(3.1)の補正係数ｃcpを乗じる。 

( )
( ) ( )


 <

=
''''
''1

00

0

vv
n

vv

vv
cpc

σσσσ
σσ

≧
 ( 3.1) 

ここに、 

ｃcp ：微小抵抗領域のせん断剛性に乗じる拘束圧による補正係数 

σv’ ：鉛直有効応力 

σv0’ ：パラメータ（基準鉛直有効応力） 

n ：パラメータ 

 

σv0’と n の 2 つパラメータの組合せによって、解析による沈下量は大きく変わる。被災事例

（1993北海道南西沖地震や 1995年兵庫県南部地震、2011年東北地方太平洋沖地震などの

27事例）の実測沈下量と再現解析（図-3.3）による沈下量を比較した時に、バラツキができるだ

け小さく、なおかつ、再現解析による沈下量が概ね実測沈下量以上となるような組合せの 1つ

が、σv0’=75kN/m2, n=2.0 となる。 

拘束圧による補正は、深い液状化層が実際には液状化しにくい、あるいは堤防の沈下に寄

与しにくいことを静的照査法（有限要素法による自重変形解析）において考慮するために便

宜的に導入したものである。深い液状化層の液状化のしにくさは、本来、液状化判定で考慮

されるべきものであり、将来、液状化判定が見直された時点で拘束圧による補正も見直す必

要がある。 
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図-3.3 被災事例の実測沈下量と解析による沈下量（拘束圧補正：σv0’=75kN/m2と n=2.0） 

 

（４）非液状化層のモデル化 

非液状化層は、せん断および引張で降伏する弾塑性要素を用いるのがよい。弾塑性要素

を用いても、収束していない場合もあるので、最も浅い位置の液状化層直上の非液状化層の

要素や液状化層に挟まれた非液状化層に引張力が作用していないか、液状化による変形後

の応力状態を確認するとよい。引張力が作用し、沈下量への影響も懸念される場合には、メッ

シュをより細かくするか荷重ステップ数を増やすなどの対応が考えられる。 

強度定数は、4.4.5 に示すとおり、室内土質試験等の結果を用いるのが原則であるが、室内

土質試験等の結果が利用できない場合には、土質によらず内部摩擦角 30 度、粘着力

0kN/m2を用いるとよい。粘性土だからと言って、粘着力だけで強度定数を与えると不自然な

結果となることがある。 

 

（５）止水矢板 

耐震対策で用いられるような型の矢板が止水矢板や護岸の基礎として使われている場合

には、第 7 章に準じて応力を確認した上で、モデル化しても構わない。モデル化にあたっては、

第 4 章および第 7 章を参照するとよい。ただし、矢板の根入れが十分でない場合や堤防から

離れている場合には、解析上、効果が現れない。 

 

（６）沈下量が大きい場合の対応 

既往の地震被害による堤防の沈下量はどんなに大きくても堤防高さの 75％までであり、少

なくとも堤防高さの 25％は残ることが知られている。この理由としては、堤体が液状化層にめり

込むことによって浮力が作用し、堤体の荷重と浮力が釣り合うためであると言われている。とこ
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ろが、微小変形理論に基づく静的照査法（有限要素法による自重変形解析）は、このような効

果は一般的には考慮されないため、堤防高さの 75％を超えて沈下する場合もある。そこで、

微小変形理論に基づく静的照査法（有限要素法による自重変形解析）でも浮力の効果を擬

似的に考慮する 1 つの方法として、仮想のバネをモデル化する方法 11)がある。静的照査法

（有限要素法による自重変形解析）による沈下量が堤防高さの 75％を超えた場合には、仮想

のバネをモデル化するとよい。 

 

＜参考文献＞ 

1) 国土交通省水管理・国土保全局治水課 ： 河川堤防の耐震点検マニュアル, 2016. 

2) 地盤工学会 ： 地盤調査の方法と解説, 2013. 

3) 地盤工学会 ： 地盤材料試験の方法と解説, 2009. 

4) 安田進, 吉田望, 規矩大義, 宇田将人：液状化に伴う残留変形解析方法の河川堤防への適

用, 第 25 回地震工学研究発表会講演論文集, pp.381-384, 1999. 

5) 東畑郁生：液状化した地盤の側方流動現象と解析, 土と基礎, Vol.47, No.5, pp.13-16, 

1999. 

6) 安田進、稲垣太浩他：液状化を含む繰返し軟化時における種々の土の変形特性, 第 40 回

地盤工学研究発表会, pp.525-526, 2005. 

7) 豊田耕一他：河川堤防の地震被害事例に基づく液状化地盤の剛性に関する検討, 日本地

震工学会・2005 大会-梗概集, pp.226-227, 2005. 

8) Ishihara, K. and Yoshimine, M.：Evaluation of settlements in sand deposits following liquefaction 

during earthquakes, Soils and Foundations, Vol. 32, No. 1, pp.173-188, 1992. 

9) 脇中康太他：東日本大震災における堤体の液状化による河川堤防の被害事例解析, 第 48 回

地盤工学研究発表会, pp.1701-1702, 2013. 

10) 脇中康太他：造成年代等を考慮した河川堤防の液状化被害事例再現解析, 第 49 回地盤工学

研究発表会, pp.1643-1644, 2014. 

11) 脇中康太他：浮力の影響を考慮した仮想バネを用いた液状化解析, 第 69 回土木学会年次

学術講演会, pp.III53-54, 2014. 

 

  



 

15 
 

 設計 

 

（１）レベル 2 地震動による土層の物性の変化を考慮し、液状化対策を施した堤防の地震後の

堤防高が耐震性能の照査において考慮する外水位を下回らないこと、および対策後の堤防

が計画高水位の水位の流水の通常の作用に対して対策実施前の堤防が有していた浸透に

関する性能を確保していることを照査しなければならない。 

（２）上記に加え、地震によって発生しうる被害形態や現地条件を踏まえ、4.2 以降にしたがっ

て総合的に、適合する工法およびその組合せ、対策工の仕様を決定しなければならない。 

 

想定する作用に対して液状化対策を施した堤防が有すべき要求性能を示し、その性能を

確保できていることを照査しなければならないことを示したものである。 

レベル 2 地震動に対しては、指針と同じ方法によって液状化対策を施した堤防が耐震性能

を満足していることを照査することとした。 

浸透に対しては、液状化対策を施すことによって浸透安全性が低下しないことを照査する

こととした。 

地震時と洪水時を併記しているが、平常時の水位における耐震性能の照査と、堤防が健全

な状態（地震によって被災した状態ではなく）における洪水が起きた場合の浸透安全性の照

査を個別に行うのが基本である。 

また、耐震性能と浸透安全性の数字だけでなく、想定される被害形態や現地条件に最も適

合する対策方法を総合的に検討することの必要性を明記した。 

これらを満足する液状化対策の設計の標準的な方法を 4.2 以降に示す。 
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次に、より詳細な現場条件（特に土質条件等）を当てはめた設計を行う。細分区間内で液

状化層厚の層厚や液状化強度等の性質が徐々に変わる可能性がある場合には、複数の代

表断面を設けるのが合理的で、必要に応じて地盤調査を追加するのがよい。 

工法に依らない共通事項は本章に示し、工法ごとの対策工諸元の設定方法は第 5 章から

第 8 章に示す。 

液状化対策を実施することによって、浸透に対する安全性が有意に低下する場合には、川

裏のり尻部にドレーン工を設置する等の浸透対策を検討する。安全性が大きく低下し、ドレー

ン工等の対策では十分な安全性が確保できない場合には、浸透安全性への影響のより小さ

な液状化対策工法に変更することも検討する。なお、液状化対策の実施に合わせて浸透対

策も実施するのが合理的な場合が多いので、液状化対策による浸透安全性の低下の有無に

かかわらず、河川堤防の構造検討の手引きに示される浸透安全性を満足しない場合には、

浸透対策に関する検討も実施することが望ましい。 

 

液状化対策工法には様々な原理、方法に基づいたものが存在することから、工法ごとの原

理、特徴を理解し、現地条件を踏まえ、施工性、経済性、社会的な条件などから総合評価を

行い、適切な対策工法、またはその組合せを選定しなければならない。 

 

（１）対策工法の種類と特徴 

対策工法ごとの原理と方法を図-4.2 に示す。液状化の発生を抑制する原理としては、A 密

度増大（締固め）、B 固結（セメント等の固化剤を混合）、C 粒度の改良（砕石などの液状化し

にくい材料に置換）、D 飽和度の低下（地下水位を低下させる、空気を注入）、E 有効応力の

増大（地下水位を低下させる、押え盛土）、F 過剰間隙水圧の消散（ドレーン工などから排水）

などがある。 

河川堤防の液状化対策では、沈下量を抑制することが目的となる。対策工法は沈下量を低

減するという観点から、①液状化の発生そのものを抑制する対策と②液状化の発生は許すが、

堤防の被害を軽減する対策、③①と②の組合せに大別できる。 

たとえば、①として、堤体直下の液状化層を全面的に締め固める工法や押え盛土、堤体液

状化に対する地下水位低下工法がある。②として、のり尻に矢板を打設し液状化層の変形を

軽減する工法（鋼材を用いた対策工法）がある。③として、のり尻直下地盤に対する締固め工

法や固結工法、堤体液状化に対する押え盛土やドレーン工があり、液状化の発生を抑制する

原理と①～③の組合せによって設計の考え方が変わることになる。 

本手引きでは、表-4.1 に示す対策工を対象とした。 
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表-4.1 本手引きで取り扱う工法 

対象 工法 大別 位置 代表的な施工法 

基礎地

盤の液

状化 

締固め工法

（第 5 章） 

液状化抑制（密度増大）

／被害軽減 

のり尻直下地盤 サンドコンパクションパイル工法 

静的締固め砂杭工法 

砂圧入式静的締固め工法 

コンパクショングラウチング工法 

液状化抑制（密度増大） 堤体直下全体 

固結工法 

（第 6 章） 

液状化抑制（固結）／被

害軽減 

のり尻直下地盤 機械攪拌工法 

高圧噴射攪拌工法 

注入工法 

鋼材を用いた

工法（第 7 章） 

被害軽減 のり尻直下地盤 自立（鋼管）矢板工法 

自立（鋼管）矢板工法（排水機能

付き） 

堤体の

液状化 

押え盛土 

工法（第 8 章） 

液状化抑制（有効応力の

増大、粒度の改良）／被

害軽減 

のり尻～のり面  

ドレーン工法

（第 8 章） 

液状化抑制（有効応力の

増大、粒度の改良）／被

害軽減 

川裏のり尻付近  

 

堤体の液状化に対しては、押え盛土工法やドレーン工法を対象とした。堤体の液状化する

範囲がのり尻よりも低い場合等には、基礎地盤の液状化対策だけで堤体の液状化対策を実

施しなくても、十分な耐震性能が確保できる場合も想定される。 

本手引きにおいて具体に対策工の設計方法を示せていない工法も含めた各種施工法とそ

の特徴を表-4.2に示す。この中では、たとえば押え盛土工法のように、指針や本手引きを参考

に対策工の効果を容易に評価できる工法については本手引きの考え方を適用できる。 

施工については、第 9 章に示す。同じ原理でも様々な特徴を持つ施工法が存在するため、

現場条件に適合した施工法を選択することが必要となる。 

 

（２）現地条件 

現地条件については、設計、施工に必要となる情報を幅広く収集、調査、整理する必要が

ある。設計、施工に必要となる情報とは、（３）に示す項目である。 

 

（３）対策工法の選定 

対策工法は、液状化する部分が基礎地盤か堤体かによって工法の選定が変わる。工法選

定段階で数種類に絞り込む際は、表-4.2 を参考にするとよい。基礎地盤と堤体の両方が液状 
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意

厚
く
て

も

効
果

あ
り

2
0
m

高
い

・
改

良
層

上
部

に
グ

ラ
ベ

ル
マ

ッ
ト

を
敷

設
す

る
必

要
が

あ
る

。

・
レ

ベ
ル

2
地

震
に

対
す

る
効

果
が

保
障

さ
れ

な
い

。

少
な

い

セ
メ

ン
ト

を
主

体
と

し
た

固
化

材
と

現
地

盤
を

撹
拌

混

合
し

、
地

盤
を

固
化

さ
せ

る
。

改
良

率
を

低
減

さ
せ

る

た
め

に
格

子
状

改
良

と
す

る
方

法
が

あ
る

。

・
施

工
の

信
頼

性
が

高
い

。

・
排

土
式

を
使

え
ば

、
施

工
に

よ
る

地
盤

変
位

を
小

さ
く
で

き
る

。

小
中

有
大

礫
不

適
厚

く
て

も
効

果
あ

り
3
0
m

普
通

・
周

辺
地

盤
に

変
位

を
き

た
す

こ
と

が
あ

る
。

・
大

礫
が

あ
れ

ば
不

適
。

や
や

多
い

ボ
ー

リ
ン

グ
孔

を
利

用
し

、
先

端
ノ

ズ
ル

よ
り

セ
メ

ン
ト

グ
ラ

ウ
ト

な
ど

を
高

圧
噴

射
さ

せ
、

地
盤

を
固

化
す

る
。

・
設

備
が

小
規

模
で

狭
い

空
間

で
も

施
工

が
可

能
。

・
振

動
・
騒

音
に

対
す

る
問

題
が

少
な

い
。

小
施

工
法

に
よ

る
有

大
礫

不
適

厚
く
て

も
効

果
あ

り

ボ
ー

リ
ン

グ

可
能

深
度

高
い

・
大

礫
が

あ
れ

ば
不

適
。

・
地

下
水

位
汚

染
に

注
意

。
少

な
い

ボ
ー

リ
ン

グ
孔

を
利

用
し

、
セ

メ
ン

ト
グ

ラ
ウ

ト
注

入
し

、

地
盤

を
固

化
す

る
。

・
設

備
が

小
規

模
で

狭
い

空
間

で
も

施
工

が
可

能
。

・
振

動
・
騒

音
に

対
す

る
問

題
が

少
な

い
。

小
小

有
細

粒
分

に

注
意

厚
く
て

も
効

果
あ

り

ボ
ー

リ
ン

グ

可
能

深
度

高
い

・
細

粒
分

が
多

い
と

注
入

し
づ

ら
い

。

・
地

下
水

汚
染

に
注

意
。

・
施

工
管

理
が

難
し

い
。

少
な

し

鋼 材

矢
板

の
剛

性
で

液
状

化
層

の
側

方
変

位
を

抑
制

す
る

効
果

が
期

待
で

き
る

。
排

水
機

能
付

き
鋼

材
を

用
い

れ
ば

同
時

に
鋼

材
周

辺
の

過
剰

間
隙

水
圧

の
上

昇
を

抑
制

で
き

る
。

・
圧

入
、

中
堀

形
式

な
ど

施
工

す
れ

ば
振

動
、

騒
音

を
低

く
で

き
る

。

・
狭

い
空

間
で

も
施

工
可

能
。

・
堤

防
を

切
削

す
る

こ
と

な
く
対

策
で

き
る

。

施
工

法

に
よ

る
無

有
、

た
だ

し
、

鋼
材

加
工

に

よ
り

対
応

可

能

礫
注

意
一

般
に

、
浅

層
対

象

一
般

に
5
m

程
度

の
液

状
化

層
に

適
用

普
通

・
一

般
に

、
自

立
型

の
対

策
工

で
は

浅
層

を
対

象
と

す
る

が
、

使
用

鋼
材

に
よ

っ
て

は
1
0
m

程
度

ま
で

可
能

性
あ

り
。

少
な

し

上
記

，
押

え
盛

土
と

同
じ

。
浸

透
対

策
を

兼
ね

る
場

合
が

あ
る

。
小

中
無

問
題

な
し

-
-

も
っ

と
も

安
い

・
川

裏
側

の
場

合
，

用
地

が
必

要
。

・
押

え
盛

土
自

体
が

液
状

化
し

な
い

よ
う

，
十

分
に

透
水

性
の

良
い

材
料

を
用

い
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

・
軟

弱
地

盤
に

お
い

て
は

圧
密

沈
下

が
生

じ
，

堤
体

液
状

化
の

範
囲

が
広

が
る

恐
れ

や
堤

体
に

亀
裂

等
が

生
じ

る

恐
れ

が
あ

る
。

や
や

多
い

堤
体

内
の

水
位

を
下

げ
る

こ
と

に
よ

っ
て

液
状

化
を

抑

制
す

る
。

ま
た

，
す

べ
り

に
対

し
て

高
い

せ
ん

断
抵

抗

に
よ

っ
て

安
定

化
さ

せ
る

。

浸
透

対
策

を
兼

ね
る

。
小

小
無

堤
体

の
透

水
性

に
よ

る
-

-
も

っ
と

も

安
い

・
堤

体
の

透
水

係
数

や
堤

内
地

側
の

排
水

路
の

高
さ

に

よ
っ

て
堤

体
内

水
位

の
低

下
効

果
が

左
右

さ
れ

る
。

多
い

（
浸

透
対

策
と

し

て
の

実
施

例
）

堤 体 の 液 状 化 対 策

経
済

性
留

意
事

項
施

工
実

績

基 礎 地 盤 の 液 状 化 対 策

密 度 増 大

圧
入

締
固

め

静
的

圧
入

振
動

締
固

め

対
象

工
法

の
原

理
と

概
要

工
法

の
特

徴

環
境

条
件

地
盤

条
件

工
法

押
え

盛
土

、
高

水
敷

造
成

、

緩
傾

斜
堤

グ
ラ

ベ
ル

ド
レ

ー
ン

固 結

押
え

盛
土

ド
レ

ー
ン

工

機
械

攪
拌

高
圧

噴
射

撹
拌

注
入

自
立

（
鋼

管
）
矢

板

表
-4

.2
 各

種
対
策
工
法
と
そ
の
特
徴
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化する場合には、両方の対策を組み合わせるのが基本となるが、基礎地盤の対策だけで十

分な耐震性能を確保できる場合も考えられる。堤体液状化対策の選定については、8.2 も参

考にするとよい。 

被災事例では弱い方に変状が集中する傾向が確認されていることから、川表側と川裏側の

対策はバランスよく実施するのが基本であるが、液状化層厚や地盤の高低、周辺の土地利用

状況等によっては片側だけの対策を選定することもありうる。 

対策工法を選定するに当たっては、以下の事項を考慮する必要がある。 

①想定される被害と要因：被害形態、被害程度、被害要因、照査外水位（許容沈下量） 

②河川堤防の構造：堤体の形状と構造、堤体の土質 

③地盤条件：堤体下の基礎地盤の土質、液状化層の層厚、深度、液状化層の土質特性 

④施工条件：施工ヤード、周辺地盤の変状、施工時（仮設時）の堤防安定、施工限界深

度、施工効率（施工工期） 

⑤周辺環境への影響：振動、騒音、地下水汚濁、地下水流阻害 

⑥経済性：直接工事費、仮設費、維持管理費 

⑦その他：治水機能に及ぼす影響、施工実績（効果の確実性）、長期安定性 

 

施工条件は河川堤防の耐震対策工法を選定するにあたって支配的な要因となることが多

い。周辺環境への影響について、施工時の振動、騒音は近隣住家等が存在するときに配慮

すべき事項である。また、固結工法のように化学的地盤改良を行なう際には、施工時の地下

水汚濁等、地下水利用との関係について配慮する必要がある。さらに、地盤の透水層（砂質

土層）を連続的に締め切る工法については地下水流が阻害されることに配慮する必要がある。

堤防の川表側地盤の透水性を高めるような工法、あるいは川裏側地盤に地下水の流れを阻

害するような工法を用いると、高水時に地盤浸透を生じやすくしたり、浸透水位を高めたりして、

堤防の治水機能に悪影響を及ぼすことが考えられる。したがって、基本的には上に述べたこ

とに該当する工法は避けるのが望ましい。仮にそのような工法を用いる場合には、適切な補助

的対策を施す必要があり、その検討方法は 4.7 に示す。 
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 対策工諸元設定用震度 

対策工諸元の設定に用いる慣性力用水平震度および液状化判定用の地盤面の水平震度

は式(4.1)により算出する。 

 

0GZh kCk ×=  (4.1) 

 

ここに、 

kh：対策工諸元設定用水平震度 

kG0：表-4.3 に規定する地盤種別に応じた標準水平震度 

Cz：地域別補正係数（指針 4.3 に規定する地域別補正係数 C2Zと同じ値） 

 

表-4.3 地盤種別に応じた標準水平震度 

 地盤種別 

I 種 II 種 III 種 

標準水平震度 0.12 0.15 0.18 

 

地盤種別は、指針 4.4 にしたがって、設定する。 

 

対策工諸元の設定に用いる震度については、東日本大震災で旧液状化対策マニュアルを

用いて設計された対策工が効果を発揮したことを踏まえ、旧液状化対策マニュアルと同じ震

度を用いるものとした。 

堤防形状が特殊な場合には、式(4.1)により算出される水平震度に以下の堤防規模別補正

係数CBを乗じた値を慣性力用水平震度として用いるとよい。なお、表中の記号Bは堤防の敷

き幅、H は堤防高さである。 

 

表-4.4 堤防規模別補正係数 CB 

B/H ≦10 10 < B/H ≦20 20 < B/H 

1.0 0.9 0.8 
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 レベル 2地震動 

耐震性能照査に用いるレベル 2 地震動は、指針に基づいて設定する。 

 

指針においては、表-4.5 に示す水平震度の標準値に地域別補正係数を乗じた値を、地盤

面の水平震度として液状化判定を行う。 

 
表-4.5 液状化の判定に用いる地盤面の水平震度の標準値 khgL0 
地盤種別 レベル 2-1 地震動 レベル 2-2 地震動 

I 種 0.50 0.80 
II 種 0.45 0.70 
III 種 0.40 0.60 

 

 液状化判定 

液状化判定は、指針に基づいて行う。 

 

液状化判定は、N 値と細粒分含有率などから行う指針の簡便法を基本とする。 

繰返し三軸強度比 RLは、乱れの少ない試料を用いた繰返し非排水三軸試験等の室内土

質試験によって求めることも可能であるが、試料の乱れの影響を受けやすく、本来液状化強

度の高い試料でも逆に低い試料でも繰返し三軸強度比が 0.2～0.25 となることが多い。もし、

室内土質試験の結果を使うのであれば、N値と細粒分含有率などから求めた繰返し三軸強度

比と比較したり、S 波速度とせん断時の初期剛性を比較するなど、十分に試験結果を吟味す

ることが望ましい。 

N 値と細粒分含有率などから繰返し三軸強度比を求める時には、N 値と細粒分含有率など

の対応関係が非常に重要である。細粒分含有率が低いと N 値は大きくなりやすく、細粒分含

有率が高いと N 値は小さくなりやすい。このような N 値と細粒分含有率の関係を補正するため

に、細粒分含有率を利用している。同じような土層内でも N 値がばらついていることはよくある

ことであるが、細粒分が変化して生じたばらつきなのか、密度が違うために生じたばらつきなの

か判別するには、深度ごとに粒度試験を実施するしかない。このため、深度ごとに粒度試験を

行うことが原則となっている。したがって、別の深度の細粒分含有率を代用するのはできるだ

け避けなければならないし、平均した N 値と平均した細粒分含有率から繰返し三軸強度比や

液状化に対する抵抗率 FLを求めてはいけない。土層ごとの代表値が必要な場合には、液状

化強度や液状化に対する抵抗率を深度ごとに求めた上で、これらを平均する必要がある。 

平成28年3月の指針の改定で、液状化判定における細粒分含有率による繰返し三軸強度

比の補正方法等が以下に示す式(4.2)～式(4.5)に変わった。2011 年東北地方太平洋沖地震

後に、被災した河川堤防において数多くの乱れの少ない試料を採取し、繰返し三軸試験を実
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施した。これらの試料の中には、従来ほとんど試験が実施されてこなかった細粒分を多く含む

ものも含まれており、ここで得られた細粒分含有率と繰返し三軸強度比 RL、N 値の関係から、

基本曲線を含め補正方法を見直したものである 1)。図-4.3に示すように繰返し三軸強度比は、

細粒分含有率が比較的少ない範囲では改定前の式で求めた繰返し三軸強度比とほとんど変

わらないが、粘性土に分類されるような細粒分を多く含む土では改定前に比べ大きな繰返し

三軸強度比が得られる。 

指針では、繰返し三軸強度比 RL を式(4.2)により算出する。 

( )




≤−⋅×+
<+

=
− )14()14(106.17.10882.0

)14(7.11.285.00882.0
546

aaa

aa
L NNN

NN
R  (4.2) 

ここで、礫質土以外の場合、 
Na=cFC(N1+2.47)-2.47 (4.3) 

N1=170N/(σ'v+70) (4.4) 









≤−
<≤+

<≤
=

)%40(12)16(
%)40%10(30)20(

%)10%0(1

FCFC
FCFC

FC
cFC  (4.5) 

ここに、 

RL：繰返し三軸強度比 

N：標準貫入試験から得られる N 値 

N1：有効上載圧 100kN/m2 相当に換算した N 値 

Na：粒度の影響を考慮した補正 N 値 

cFC：細粒分含有率による N 値の補正係数 

FC：細粒分含有率（%）（粒径 75µm 以下の土粒子の通過質量百分率） 
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 浸透に係る定数 

基礎地盤および堤体の透水係数等の浸透に係る定数は、地盤調査結果等に基づき適切

に設定する。 

 

浸透に係る定数としては、飽和透水係数、不飽和浸透特性がある。現場透水試験により設

定することが望ましいが、それができない場合には、室内透水試験や粒度分布等から推定し

た値を用いる。 

液状化対策特有の対策工の飽和透水係数の設定方法を以下に示す。これ以外の対策工

の透水係数は、「河川堤防の構造検討の手引き」2)等に準拠して設定するとよい。 

・締固め工：地盤に投入する材料と現地盤のうち、透水係数の高い方 

       （鉛直方向のみ上げるなど、砂杭の向きを考慮して設定してもよい） 

・固結工：透水係数 ks=1×10-8m/sec 

・孔あき矢板：周辺土が孔に詰まった状態を仮定し、等価な透水係数 

 

 

選定した対策工法およびその組合せに応じ、適切な方法により対策工諸元の設定を行う。 

 

（１）対策工法ごとの諸元 

締固め工法は第 5 章、固結工法は第 6 章、鋼材を用いた工法は第 7 章、堤体液状化対策

工法は第 8 章に示した方法によって、対策工諸元の設定を行えばよい。対策工諸元とは、対

策工法ごとに表-4.6 の項目を意味する。 

 

表-4.6 対策工ごとの諸元 

対策工法 対策工諸元 

締固め工法 改良目標 N 値（改良ピッチ等）、改良範囲 

固結工法 改良形状、改良率、格子間隔、改良強度、改良範囲 

鋼材を用いた工法 鋼材種類、型式、根入れ長 

堤体液状化対策 材料、対策範囲 

 

対策工諸元の設定は、耐震性能照査を実施する上での前提条件となるものである。固結

工法の格子間隔のように 2 次元の有限要素法などの静的照査法では決定できない仕様を決

めるのと、静的照査法では適切に耐震性能を評価できない形状の対策工を排除するための

手順である。 
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また、鋼材を用いた対策工法では、押え盛土との併用が効果的である。 

なお、堤体土が液状化する場合であっても、液状化する堤体土の範囲がのり尻よりも低い

場合や基礎地盤の液状化層と連続する場合などでは、基礎地盤の液状化対策で十分な効

果を発揮する場合がある。このような場合には、堤体液状化対策は必要ないと判断してよい。 

 

 

4.5 によって設定した液状化対策を施した堤防の耐震性能の照査を行う。耐震性能を満足

しない場合には、対策工諸元を見直し、再度、耐震性能の照査を行う。 

 

4.1 に示した耐震性能の照査とその後の手順を示したものである。 

耐震性能の照査方法としては、各種方法が提案されているが、有限要素法を用いた自重

変形解析法を用いる場合には、3.3 に示した留意事項の他に、以下にも留意するとよい。 

有限要素法を用いた自重変形解析法に関して、対策工を施した堤防の地震による変形に

係る知見が蓄積されてきている。その結果得られた有限要素法を用いた自重変形解析法の

適用限界等も踏まえた対策工の設計法を第 5 章～第 8 章に示すものである。ただし、他の照

査方法を排除するものではない。 

 

 

（１）計算ステップ 

基礎地盤の要素生成、基礎地盤の対策工、盛土（堤体液状化対策含む）の順に計算を行

い、初期応力を求めるものとする。これは、既設堤防の実際の施工の順番と異なる。液状化が

生じると初期応力分布によらず、盛土の直下の液状化層が支えきれない荷重は対策工が支

えることになる。実際の施工の順番で初期応力を計算すると、対策工の外側に盛土による初

期せん断がより多く伝わることによって、液状化流動時に対策工に作用する力が減ったり、対

策工の外側で陥没するような変形が生じやすくなる。  

 

（２）締固め 

有限要素法を用いた自重変形解析によって照査を行う際、締固め工は液状化要素として

モデル化する。レベル 2 地震動に対して締固め工内での間隙水圧の上昇等を想定したもの

で、液状化強度を置換率に対応する値に設定すれば良い。また、締固め工としてモデル化す

る範囲は、有効改良幅（最外縁の砂杭の中心間、図-5.5 参照）とする。 
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（３）対策工回りのジョイント要素 

固結工法や鋼材を用いた工法では、一般に対策工と地盤の間にジョイント要素を設けるこ

とも多いが、液状化によって沈下した地震後の堤防高さを算出するために有限要素法を用い

た自重変形解析を用いる場合にはジョイント要素を省略してもよい。ジョイント要素の有無によ

る沈下量の差も小さく、変形モードもジョイント要素を入れた方が必ずしも適切とは限らない。

ジョイント要素を入れることによって、適切な方向に変化するのは、対策工に作用する応力で

ある。対策工に作用する応力の検討は、第 6 章や第 7 章に示す対策工諸元設定の中で行う

ため、耐震性能の照査の中で、対策工に作用する応力を検討する必要はなく、耐震性能の

照査では、地震後の堤防高さが照査外水位を下回らないことのみを照査すればよい。 

 

（４）地下水位の設定 

堤体液状化対策では堤体内の水位の低下を期待する場合がある。逆に基礎地盤に透水

性の低い対策工を実施した場合には地下水位が上昇することも想定される。このような場合の

地下水位を設定する場合には、有限要素法を用いた自重変形解析の前に定常浸透流解析

を実施するとよい。 

無対策時の浸透流解析の方法は、3.3(1)に示したとおりであり、同じ雨量、湧き出し量を与

え、対策工を施した場合の堤体内・地下水位を定常浸透流解析によって求める。 

求めた地下水位から 0.5m 上昇させる範囲は、堤体、基礎地盤、および対策工によらず、解

析対象とする全領域とする。また、水位を 0.5m 上昇させることで水位線が堤体、基礎地盤、あ

るいは対策工よりも上部に位置することになる場合は、水位線を堤体、基礎地盤、あるいは対

策工の上端と一致させることとする。 

 

河川堤防の構造検討の手引きに準じ、液状化対策工によって堤防の浸透安全性が有意に

低下しないことを照査する。浸透安全性が有意に低下する場合には、裏のり尻に設置するドレ

ーン工等の補助工法の検討や場合によっては液状化対策工法を変更する必要もある。 

 

4.1 設計の基本の浸透安全性の照査について、その方法を具体に示したものである。河川

堤防の構造検討の手引きでは、円弧すべり安全率、局所動水勾配またはG/Wが浸透安全性

を示す指標となっているので、これらの指標を液状化対策実施前と実施後で比較する。 

液状化対策を施したことによる浸透安全性を示す指標の変化（悪化）が大きい場合、特に

強度定数や透水係数等のばらつきによる変化よりも大きく変化する場合や川裏側に固結工法

や矢板工法を実施した場合には、ドレーン工等の補助工法の併用することが望ましい。 

さらに浸透安全性を示す指標の変化が大きい場合には、対策工法の変更も検討する必要

がある。 



 

32 
 

なお、液状化対策の実施に合わせて浸透対策も実施するのが合理的な場合が多いので、

液状化対策による浸透安全性の低下の有無に依らず、河川堤防の構造検討の手引きに示さ

れる浸透安全性を満足しない場合には、浸透対策に関する検討も実施することが望ましい。 

 

 

液状化対策工の端部および対策工の仕様・規模が大きく変わる境界部ではすり付けの検

討を行う。 

 

固結工法のように物性が元の地盤と大きく異なる液状化対策工の端部および対策工の仕

様・規模が大きく変わる境界部では、常時および地震時に段差や亀裂が生じやすい。このよう

な段差や亀裂の発生を緩和するためにすり付けの検討を行う。堤防横断方向に大きな段差

や亀裂が生じると堤防機能に多大な影響を及ぼす可能性があるため、縦断方向のすり付け

が基本である。図-4.7 の(a)、(b)、(d)のように堤体の下に対策工の端部が位置すると、この上

部に堤防縦断方向の段差や亀裂が生じる可能性はある。このような縦断亀裂等が堤防機能

に及ぼす影響は横断に比べ小さく、対策しない状態に比べれば縦断亀裂は軽減されることが

想定されるため、点検により堤防機能に影響を与えるような縦断亀裂等が確認できた時点で

部分切返しを行うなど維持管理によって対応するのが現実的である。 

「柔構造樋門設計の手引き」4)によると、今後の研究に負うところが多いとしながらも、堤体に

悪影響を与えない範囲として、沈下の平均勾配を 5～10％以内とするのが望ましいとしている。

具体には、改良深度を徐々に浅くするなどの対応を行うことが多い。 

 

 

現場条件を踏まえ、適切な施工計画の立案を行う。 

 

現場条件としては、4.3 の対策工法選定に当たって考慮する事項を列記しているが、これら

に加え、気象・水象条件、支障物・埋設物、史跡・埋蔵文化財、工事用道路、施工ヤード等を

より具体に把握した上で、施工計画を立案する。この際、「河川土工マニュアル」5)等を参考に

するとよい。 

適切な施工計画を立案しがたい場合には、工法選定や対策工諸元設定を再度検討するこ

ととなる。 
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堤防の開削（部分開削を含む）を伴う場合には、「堤防切土施工・管理の留意点について

（通知）」6)等を参考にし、施工期間中の堤防の安定性や出水に対する堤防機能を確保しなけ

ればならない。 

 

＜参考文献＞ 

1) （国研）土木研究所 ： 細粒分を含む砂の液状化強度の評価法に関する再検討，土木研

究所資料，2016. 

2) （一財）国土技術研究センター ： 河川堤防の構造検討の手引き, 2012. 

3) （社）地盤工学会 ： 地盤調査の方法と解説, 2013. 

4) （財）国土技術研究センター ： 柔構造樋門設計の手引き, 1998. 

5) （財）国土技術研究センター ： 河川土工マニュアル, 2009. 

6) 国土交通省河川局治水課 ： 堤防切土施工・管理の留意点について（通知）,治水課企画

専門官事務連絡, 2010. 
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 締固め工法の諸元設定 

 

（１）堤防のり尻付近の基礎地盤の液状化層、または堤体直下の基礎地盤全体の液状化層に

対して締固めを行うことを基本とする。 

（２）対策工諸元設定用震度に対して液状化しない目標 N 値等を設定した上で、締固め工を

含む液状化対策を施した堤防の地震後の堤防高さが耐震性能の照査において考慮する外

水位を下回らないことを照査する。 

 

（１）締固め工法の適用対象は、基礎地盤の液状化を基本とし、施工位置はのり尻付近の基礎

地盤の液状化層、または堤体直下の基礎地盤全体の液状化層とする2種類の位置とした。堤

体の液状化に対しての適用も考えられるが、施工によって堤防に亀裂等の損傷が生じる可能

性があり、特別な施工管理が求められることから本手引きでは対象外とした。 

 

（２）旧液状化対策マニュアルでは、改良仕様は中規模地震動に対して液状化しないように設定

し、円弧すべり計算によって改良範囲を設定していた。本手引きでは、改良仕様は旧液状化

対策マニュアルと同様の考え方で設定し、改良範囲を円弧すべり計算ではなく、レベル 2 地

震動に対して堤防の耐震性能が満足するように設定することとした。 

 

 

（１）締固め工法は材料を地盤中に圧入、あるいは地盤を振動させることで、砂地盤の密度を

増大させ、改良範囲内の地盤の液状化強度を高める工法である。 

（２）締固め工法は、主に材料を圧入し間隙比を減少させる圧入締固めと振動エネルギーを地

盤に与えることによって間隙比を減少させる振動締固めに大別され、圧入締固めに振動を用

いる動的な工法と、振動を伴わない静的な工法にさらに分類される。工法ごとの特徴や施工

条件、周辺環境を踏まえ適切な工法を選定する。 

 

（１）設計で主に考慮するのは密度増大であるが、その他にも様々な効果があることが指摘され

ている。 

1995 年兵庫県南部地震では、締固めによる改良地盤において、設計で考慮していた震度

よりも実際には大きな震度であったにもかかわらず、有意な沈下が生じていないことが報告さ
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れている 1)。その後の研究 2)により、その要因としては、圧入により側方拘束を高める効果 3)や

締め固めた地盤よりもさらに高い液状化抵抗を有する砂杭の効果 4)（複合地盤効果）などが実

際には存在すると考えられている。また、工法によっては施工時に圧縮空気を使っていること

から、飽和度が低下し、液状化抵抗が増す場合もある 5)。このような設計で用いる密度増大以

外の効果によって砂杭間地盤から得られる液状化強度よりも締固め改良地盤全体のものの方

が大きいことがわかってきており 6)、2011 年東北地方太平洋沖地震においても同様な事実が

検証されている 7)。 

 

（２）締固め工法を締固め、貫入方法、施工機の大きさで分類すると図 5.1 に示すようになる。 

 

SCP工法

静的締固め
砂杭工法など

砂圧入式
静的締固め工法
コンパクション
グラウチング工法など

振動棒工法

大型

大型

小型

大型

動的圧入

静的圧入

圧入締固め

振動締固め

締固め工法

（締固め方法） （貫入方法） （施工機） （工法名）

 

図-5.1 締固め工法の分類 

 

締固め工法のいずれの工法でも施工により周辺地盤に変位が生じる。特に、細粒分が多

い地盤では注意が必要である。また、動的圧入および振動締固め工法では、施工時に振動

や騒音が生じることから、周辺環境への影響を考慮して適用可能な工法を選定する必要があ

る。 

締固め工法の中でも代表的な砂杭を打設する工法を例に 5.3 以降の設計法を示す。圧入

締固めでは動的によるものと静的によるもののいずれの貫入方法でも適用することができる。 

工法によっては側方拘束を高める効果を見込む設計法 8)も考えられるが、本手引きに準拠

しない場合には文献 9)等を参考に、静的照査法の適用性も含め、工法に応じて適切に設計

する必要がある。 
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 固結工法の諸元設定 

 

（１）堤防のり尻付近の基礎地盤の液状化層に対して固結工法を適用することを基本とする。 

（２）対策工諸元設定用震度に対して所要の安定性が確保できるように改良範囲や改良仕様

を設定した上で、固結工を含む液状化対策を施した堤防の地震後の堤防高さが耐震性能の

照査において考慮する外水位を下回らないことを照査する。 

 

（１）固結工法の適用対象は、基礎地盤の液状化を基本とし、施工位置はのり尻付近の基礎地

盤の液状化層とした。締固め工法と同様、堤体直下の基礎地盤全体に対して適用することも

考えられるが、例えば堤体に浸透した雨水が基礎地盤に排水されにくくなり、堤体内の水位

が高い状態となることが想定される。堤体内の水位が高いと、堤体液状化が生じやすく、洪水

時にも河川水が堤体に浸透しやすくなる。このため、堤体直下全面に対しての適用は本手引

きの対象外とした。適用せざるを得ない場合には、格子状改良としたり、のり尻にドレーン工を

設置するなど、堤体内の水位が高くならないよう配慮しなければならない。 

 

（２）旧液状化対策マニュアルでは、改良範囲と改良仕様は中規模地震動に対して安定性が確

保できるように設定していた。本手引きでも、改良範囲と改良仕様は、旧液状化対策マニュア

ルと同様の考え方で対策工諸元設定用震度に対して安定性を確保できるとともに、レベル 2

地震動に対して堤防の耐震性能が満足するように設定することとした。 

 

 

（１）固結工法は、砂地盤に安定材を攪拌あるいは浸透、注入することで、砂地盤を固結し、砂

地盤の液状化を防止する工法である。改良の形状を格子状とする場合には、格子内部の未

改良地盤がせん断変形しにくくなり、液状化が抑制される効果にも期待する場合がある。 

（２）固結工法は、安定材を地盤に投入する方法（機械攪拌、高圧噴射、浸透、注入）、安定材

の種類（セメント系スラリー、セメント系粉体、水ガラス等）、改良の形状（ブロック状、格子状）等

によって分類される。工法ごとの特徴や周辺の土地利用状況等も踏まえ適切な工法を選定す

る必要がある。 
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（１）固結工法では、合理化を図るために、格子状の改良を選択する場合が多く、砂地盤を固め

て液状化を防止するのと同時に格子内部の未改良土のせん断変形の抑制による液状化抑制

の 2 つの効果を設計で考慮する場合が多い。 

 

（２）固結工法は、砂地盤にセメント系の安定材を供給・攪拌・混合する、あるいは注入材を注入

して、砂地盤を全体的あるいは部分的に固結することにより砂地盤の液状化を防止する工法

である。 

代表的な工法としては、以下の工法が挙げられる。 

① 機械攪拌工法          スラリー式 

                  粉体式 

② 高圧噴射攪拌工法        単管式 

                  二重管式 

                  三重管式 

③ 注入工法            二重管ダブルパッカー工法 

                  浸透固化処理工法 

 

注入工法は、注入材が注入しやすい所を選択的に注入するため、本章に示した設計法を

適用することが難しい場合が多いが、機械攪拌や高圧噴射攪拌工法で施工するのが困難な

場合に液状化層を全体的に液状化しにくくすることを期待して実施されることが多い。 

改良体形状にはブロック状と格子状がある。一般に、格子状の方が面積改良率が小さいの

でより経済的である。いずれの改良体形状においてもラップ施工を行う必要がある。特に格子

状改良の場合には、改良体が壁としての機能を発揮することが求められるため、ラップ部の強

度、一体性を十分に確保できる工法を用いる必要がある。改良体が一体化されていない独立

した形状（格子状よりも更に低改良率）は、盛土による荷重に対し改良体が一体として抵抗せ

ず、対策効果が得られにくいため、液状化による変形抑制を目的に使うべきではない。 

改良体形状は格子間隔および格子壁厚により規定されるが、ブロック状は格子状において

格子間隔がゼロの場合と同様である。 

 

 

(a)ブロック状                   (b)格子状 

図-6.1 円柱改良を組み合わせた改良形状 
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耐震性能照査を実施する前に、耐震性能照査の前提条件を満足するように改良範囲、改良

仕様を設定するものである。 

 

 

（１）対策工諸元設定用震度に対する液状化層下端から支持層への一定以上の根入れ長を

加えた深度までを最小の改良深度とすることを基本とする。 

（２）のり尻直下を改良範囲に含めることを原則とする。 

 

（１）一般的には、対策工諸元設定用震度に対する液状化層下端から支持層への根入れを加え

た深度までを最小の改良深度とする。対策工諸元設定用震度に対する液状化層が存在しな

い場合には、耐震性能を満足するよう改良深度を設定すればよい。実務では最も液状化しや

すい層の下端から支持層への根入れを加えた深度を改良深度の初期値として検討すると効

率的な場合が多い。根入れ深さは1.0mまたは液状化層厚さの 0.1倍のうち小さい方以上を確

保することを目標とするが、一般的な施工機で施工できないような支持層の場合には施工可

能な範囲で根入れを確保すればよい。 

 

（２）のり尻直下を改良範囲に含めるとは、図-6.3 に示すように、のり尻が改良幅の内側に位置す

ることを指す。また、改良幅は改良体の高さの 0.6 倍程度以上となるように設定するとよい。設

計・施工事例で 0.6 倍以上となっていることが多いことと、縦長の形状の場合には静的照査法

において対策効果を過度（危険側）に評価する傾向があるためである。 

 

（３）6.6～6.9 の安定性を確保するために、改良幅を増やすことが効果的である。条件によっては、

根入れの増加が効果的な場合もある。 
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Q ：改良地盤底面に作用する地盤反力(kN/m) 

FRT ：改良体底面に作用するせん断抵抗力(kN/m) 

FRU ：改良体に挟まれた未改良地盤底面に作用するせん断抵抗力(kN/m) 

FR ：改良地盤底面に作用するせん断抵抗力の合力（=FRT + FRU）(kN/m) 

w ：盛土の自重による鉛直荷重（ただし改良地盤の上面に載る盛土部は除く）(kN/m2) 

x ：改良地盤の受働側前面から鉛直方向に作用する各外力の作用点までの距離(m) 

y ：改良地盤底面から水平方向に作用する各外力の作用点までの距離(m) 

B ：改良地盤の幅(m) 

D ：改良深さ(m) 

DL ：地下水位から完全液状化層下端までの深さ(m) 

DNL ：非液状化層または準液状化層への改良体の根入れ深さ(m) 

Dw ：地下水面の深さ(m) 

LT ：1 ユニットに占める堤防法線方向の改良体の長さ(m) 

L  ：改良地盤の法線方向の 1 ユニットの長さ(m) 

W ：改良地盤の全重量（=WT + WU）(kN/m) 

W’ ：改良地盤の有効重量（=W’T + W’U）（水位以浅は湿潤単位体積重量、水位以深

は水中単位体積重量を用いる）(kN/m) 

WT ：改良体の全重量(kN/m) 

WU ：格子内部の未改良土の全重量（＝(1 - ap)・W）(kN/m) 

W’T ：改良体の有効重量(kN/m) 

W’U ：格子内部の未改良土の有効重量（＝(1 - ap)・W’） (kN/m) 

WE ：改良地盤の上面に載る盛土の重量(kN/m) 

H ：改良地盤の慣性力（=HT + HU） 

HT ：改良体に作用する慣性力(kN/m) 

HU ：格子内部の未改良土に作用する慣性力(kN/m) 

HE ：改良地盤の上面に載る盛土に作用する慣性力(kN/m) 

PAH ：改良地盤の主働側（盛土側）に作用する土水圧合力の水平成分(kN/m) 

PAV ：改良地盤の主働側に作用する土水圧合力の鉛直成分(kN/m) 

     土水圧の水平成分に土層区分に応じ tanδまたは tanδ ’を乗じ、これを鉛直方向に

積分した値 

PPH ：改良地盤の受働側（水平地盤側）に作用する土水圧合力の水平成分(kN/m) 

PPV ：改良地盤の受動側に作用する土水圧合力の鉛直成分(kN/m) 

δ ：改良体と周辺地盤の壁面摩擦角（°） （一般に、δ = φ / 2） 

δ ’ ：過剰間隙水圧の上昇を考慮した改良体と周辺地盤の壁面摩擦角（°）  

（一般に、δ ’= φ ’ / 2） 
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（２）土水圧の算定に先立ち、地盤を構成する土層は、土質、地下水位、FLに応じて、表-6.2 に

従って完全液状化層、準液状化層、非液状化層に区分する。4.4.1 に示す対策工諸元設定

用震度に対して、4.4.3 に示す液状化判定法によって深度ごとの FLを求め、土層ごとの代表

的な FLを設定する。なお、盛土側の FLについては、地盤に盛土の自重による鉛直荷重 w が

作用したとして算出する。盛土の自重による鉛直荷重は、盛土の重量を盛土の底面の幅で割

って求める。ただし、対策工が堤体の下部に入り込んでいる場合には、対策工の上面に載る

盛土の重量 WEとその幅を除いて求めるものとする。また、反対側ののり尻でも対策工が堤体

の下部に入り込んでいる場合にも同様に扱う。堤体直下の未改良部範囲が極端に狭くなった

場合や、のり面勾配が緩い場合には、安全側過ぎることが考えられる。このような場合には、

改良地盤に挟まれた液状化層を対象とした弾性 FEM から漸増成分土圧を設定すると良い。

側面は鉛直ローラー、底面は固定条件として、液状化層は非圧縮（ポアソン比 0.499）の弾性

体とし、盛土荷重による側面の土圧増分を漸増成分とする。 

 

表-6.2 土層区分 

完全液状化層 FL≦1.0 の層 

準液状化層 1.0<FL≦1.3 の層 

非液状化層 FL>1.3 または液状化のおそれがない層 

 

（３）過剰間隙水圧比 

過剰間隙水圧比 ruは 4.4.4 により算出する。 

 

（４）土水圧合力 

改良地盤に作用する土水圧合力（PAH、PAV、PPH、PPV）は深度ごとに表-6.2 の土層区分に

応じ、表-6.3 に示す式に従って土水圧を算出し、深度方向に積分することによって土水圧合

力を算出する。なお、表-6.3 の各式は土水圧の水平成分を計算するための式であり、鉛直成

分を求めるには tanδ または tanδ ’を乗じればよい。 

 

表-6.3 土水圧の算出方法 

完全液状化層 

 盛土側（主働側） 
( ) ( ) ( )zPwzz dwvh ++= σσ  (6.2) 

ここに、 

σh(z)  ：のり尻の高さからの深度 z における土水圧の水平成分(kN/m2) 

σv(z)  ：        〃       鉛直応力(kN/m2) 

Pdw(z) ：        〃       液体の単位体積重量を土層の飽和重量として

拡張した Westergaard の動水圧公式による土水圧の振動成分(kN/m2) 
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水平地盤側（受働側） 
( ) ( ) ( )zPzz dwvh −= σσ  (6.3) 

準液状化層 

 盛土側（主働側） 

式(6.4)と式(6.5)うち、大きい方の値を採用する 
( ) ( ){ } ( ) ( ){ } ( )zPwzKrzuwzKz dwvAuvAh ++⋅−⋅+++⋅= '1)(' σσσ  (6.4) 

( ) ( ){ } )('' zuwzKz vEAh ++⋅= σσ  (6.5) 

ここに、 

KA ：常時の主働土圧係数 

u (z)  ：のり尻の高さからの深度 z における静水圧(kN/m2) 

ru ：過剰間隙水圧比 

Pdw(z)  ：のり尻の高さからの深度zにおける液体の単位体積重量を過剰間隙水圧の上

昇を考慮した単位体積重量として拡張したWestergaardの動水圧公式

による土水圧の振動成分(kN/m2) 

KEA’ ：過剰間隙水圧の上昇を考慮した内部摩擦角φ’の地震時主働土圧係数 

水平地盤側（受働側） 

式(6.6)と式(6.7)うち、小さい方の値を採用する 
( ) ( ){ } ( ) ( ){ } ( )zPwzKrzuwzKz dwvPuvPh −+⋅−⋅+++⋅= '1)(' σσσ  (6.6) 

( ) ( ){ } )('' zuwzKz vEPh ++⋅= σσ  (6.7) 

ここに、 

KP ：常時の受働土圧係数 

KEP’ ：過剰間隙水圧の上昇を考慮した内部摩擦角φ’の地震時受働土圧係数 

非液状化層 

 盛土側（主働側） 

( ) ( ){ } )(2' zuKcwzKz EAvEAh +−+⋅= σσ  (6.8) 

ここに、 

KEA ：地震時主働土圧係数 

c ：粘着力(kN/m2) 

水平地盤側（受働側） 

( ) ( ){ } )(2' zuKcwzKz EPvEPh +++⋅= σσ  (6.9) 

ここに、 

KEP ：地震時受働土圧係数 
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式(6.2)の土水圧の振動成分は式(6.10)の拡張した Westergaard の土水圧公式により求め

る。 

( ) ( ) ( ) ( )wduwhrdSdw DzHrzkzP −⋅+⋅⋅= '
8
7 γγα  (6.10) 

ここに、 

z ：地盤面からの深度(m) 

αdS ：固結工法の動的荷重低減係数（一般に、0.3） 

khr(z) ：深度に応じて低減した水平震度 

Dw ：地盤面から地下水位までの深度(m) 

γw ：水の単位体積重量(kN/m3) 

γ ’ ：土の水中単位体積重量(kN/m3) 

ru ：堤防盛土外側の水平地盤部での過剰間隙水圧比 

Hd ：地下水位から最も下の液状化層（完全液状化層と準液状化層）の下端までの

距離(m) 

 

Westergaard の動水圧公式の適用性を振動実験で確認し、この公式を過剰間隙水圧の上

昇を考慮する場合にも拡張し、準液状化領域でも適用できるようにしたものである。また、水平

震度は式(6.11)を用いて、地盤面の水平震度を深度に応じて低減した水平震度用いることと

した。液状化判定で用いる地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 rdを震度に換算した

結果である。 

 
( ) ( )zkzk hhr 03.01−=  (6.11) 

 

低減係数αdSの一般値は、土木研究所で実施した格子状改良体をできるだけ忠実にモデ

ル化した動的遠心模型実験の結果を参考に設定したものである。実験においては、レベル 2

地震動相当の加振によって、格子状改良体が損傷したケースと損傷しなかったケースがあっ

た。振動成分と慣性力、土圧係数に用いる震度に同じ低減係数を乗じ外的安定と内的安定

の検討を行い、全ての損傷したケースがいずれかの安定を満足せず、なおかつ損傷しなかっ

たケースはできるだけ安定性が満足するよう低減係数を調整した結果である。 

また、式(6.4)～式(6.9)で用いている土圧係数を、表-6.4 にまとめた。 
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表-6.4 土圧係数算定式一覧 

常時の土圧係数 

 

主働土圧係数 

( )
δ

δ
φδφδ

φ cos

cos
sinsin1cos

cos
2

2

⋅







 ⋅+

+⋅

=AK  (6.12) 

ここに、 

φ ：内部摩擦角(°) 

δ ：改良体と周辺地盤の壁面摩擦角（一般に、 φ /2）(°) 

受働土圧係数 ( )
δ

δ
φδφδ

φ cos

cos
sinsin1cos

cos
2

2

⋅







 ⋅−

−⋅

=PK  (6.13) 

地震時の土圧係数 

 

主働土圧係数 

( )

( ) ( ) ( )
( )

δ

θδ
θφδφθδθ

θφ cos

cos
sinsin1coscos

cos
2

2

⋅









+
−⋅+

+⋅+⋅

−
=EAK

 (6.14) 

ただし、φ − θ ＜0のときは、sin (φ − θ) = 0とする。 

ここに、 

θ ：地震時合成角で θ = tan-1(αdS・kh) もしくはθ = tan-1(αdS・kh’) 

（水位以浅では kh、水位以深では見かけの震度 kh’を用いる） 

kh’ ：見かけの震度で h
w

h k
qhh

qhhhk
''

'''
21

221

++
+++

=
γγ

γγγ
 

γ ：地下水位以浅の土の単位体積重量(kN/m3) 

γ' ：地下水位以深の土の有効単位体積重量(kN/m3) 

γw ：水の単位体積重量(kN/m3) 

h1 ：地下水位以浅の土層厚(m) 

h2 ：地下水位以深の土層厚(m) 

q’ ：地震時の地表載荷荷重(kN/m2)、盛土側であれば w 

（ここでは、一般的な見かけの震度の式で用いる記号に合わ

せたため、その他の記号の使い方と一致しない部分がある） 
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受働土圧係数 

( )

( ) ( ) ( )
( )

δ

θδ
θφδφθδθ

θφ cos

cos
sinsin1coscos

cos
2

2

⋅









−
−⋅−

−⋅−⋅

−
=EPK

 (6.15)

 
過剰間隙水圧の上昇を考慮した地震時土圧係数 

 

主働土圧係数 

( )

( ) ( ) ( )
( )

'cos

'cos
'sin''sin1'coscos

'cos' 2

2

δ

θδ
θφδφθδθ

θφ
⋅









+
−⋅+

+⋅+⋅

−
=EAK

 (6.16) 

ここに、 

φ’ ：過剰間隙水圧の上昇を考慮した内部摩擦角 

( ) φφ tan1'tan ⋅−= ur  

δ’ ：過剰間隙水圧の上昇を考慮した改良体と周辺地盤の壁面摩

擦角 

( )δφφδ ''= 、一般に、 2φδ =  

受働土圧係数 

( )

( ) ( ) ( )
( )

'cos

'cos
'sin''sin1'coscos

'cos' 2

2

δ

θδ
θφδφθδθ

θφ
⋅









−
−⋅−

−⋅−⋅

−
=EPK

 (6.17) 

 

（６）慣性力 

改良地盤や改良体、未改良部の慣性力は、対象とする範囲の全重量（有効重量ではない）

に改良地盤底面における水平震度と固結工法の動的荷重低減係数αdS (一般に、0.3)を乗じ

て求める。改良地盤底面における水平震度は、式(6.11)により設定すればよい。 

 

 

6.6 節で求めた外力から改良地盤底面に作用するせん断力とせん断抵抗力を求め安全率

を算出し、所定の安全率以上となることを照査する。 

 

式(6.18)を用いて滑動に対する安全率を求めればよい。 
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AHE

RPH
S PHH

FPF
++

+
=  (6.18) 

 

改良地盤底面に作用するせん断抵抗力の合力は、式(6.19)により算定すればよい。 

 
( ) BPVAVEBRURTR PPWWBcFFF φtan' ⋅−+++⋅=+=  (6.19) 

ここに、 

cΒ：支持層の粘着力（kN/m2） 

φΒ：支持層の内部摩擦角（°） 

 

式(6.19)は、支持層に根入れを行い、格子状とする場合でも未改良部が液状化しないよう

格子間隔を設定することを前提としたものであることに留意しなければならない。 

 

 

改良地盤底面の鉛直地盤反力と極限支持力から安全率を算出し、所定の安全率以上とな

ることを照査する。 

 

式(6.20)により支持力に関する安全率を求めればよい。 

 

V

u
S Q

QF =  (6.20) 

 

ここに、 

Qu ：荷重の偏心傾斜、寸法、根入れ深さを考慮した極限支持力(kN/m) 

QV ：地盤反力(kN/m) 

 

（１）外力の補正 

支持力の検討では外力が釣合っているものとして考え、滑動の照査用外力のうち、水平地

盤側（受働側）の支持層および非液状化から作用する土水圧合力と改良地盤底面のせん断

抵抗力に補正を加える。 

支持層の受働側土水圧合力と改良地盤底面のせん断抵抗力の発揮割合 f を、式(6.21)に

より求め、支持層の受働側土水圧合力と改良地盤底面のせん断抵抗力に発揮割合 f を乗じ

た外力を用いる（図-6.6）。 

 







 

57 
 

V
MBe −= 2  (6.22) 

AVPVPVE PPfPWWV +⋅−−+= 21'  (6.23) 

2211

2
'

PPHPHPPHPHPAHAHHEEH

AVWEE

yPfyPyPyHyH

BPxWBWM

⋅⋅+⋅+⋅−⋅−⋅−

⋅+⋅+⋅=
 (6.24) 

VQV =  (6.25) 

 

ここに、 

e ：荷重の偏心量(m) 

V ：改良地盤底面に作用する力以外による鉛直力(kN/m) 

M ：改良地盤底面に作用する力以外によるモーメント( > 0)(kN/m・m) 

PPV1 ：完全液状化層下端以浅の非液状化層以外の土層から改良地盤に作用する

受働側土水圧合力の鉛直成分 

PPV2 ：完全液状化層下端以深の土層（支持層）および完全液状化層下端以浅の非

液状化層から改良地盤に作用する受働側土水圧合力の鉛直成分 

xWE ：WEが作用する位置の改良地盤端部からの水平距離(m) 

yH、yHE、yPAH、yPPH1、yPPH2：H、HE、PAH1、PPH1、PPH2の各力が作用する位置（重心位

置）の改良地盤底面からの高さ(m) 

 

（３）極限支持力 

荷重の偏心傾斜、寸法、根入れ深さを考慮し、式(6.26)により極限支持力を求めればよい。 

 







 ++= γγβγκακ SNBSqNSNcBQ EBqqccBEu '

2
1

 (6.26) 

 

ここに、 

Qu ：荷重の偏心傾斜、寸法、根入れ深さを考慮した極限支持力(kN/m) 

cB  ：支持層の粘着力(kN/m2) 

q  ：上載荷重（周辺地盤の改良地盤底面高さにおける鉛直有効応力） (kN/m2) 

BE ：荷重の偏心を考慮した有効載荷幅 (m) 

BE = B – 2e 

γ' B ：支持層の有効単位体積重量 (kN/m3) 

α、β ：基礎の形状係数(特殊な形状を除き、一般に 1.0 を使ってよい) 

κ  ：根入れ効果に対する割増し係数 

Nc、Nq、Nγ ：荷重の傾斜を考慮した支持力係数 





 

59 
 

 

Ba
PPHH

p

PHzAHzEz

⋅
−++

=1τ  (6.27) 

 

ここに、 

τ1  ：改良体に作用する水平せん断応力(kN/m2) 

Hz ：検討する深度の上部の改良地盤に作用する慣性力(kN/m) 

PAHz ：検討する深度の上部の改良地盤に作用する主働側土水圧合力(kN/m) 

PPHz ：検討する深度の上部の改良地盤に作用する受働側土水圧合力(kN/m) 

ap ：改良率。平面における 1 ユニット当たりの改良体の面積を改良地盤全体の面

積（改良体の面積＋未改良部の面積）で割った値。 

 

（３）抜出しせん断 

格子状改良の場合に図-6.10 に示すように主に堤防側からの土圧によって最も盛土側に位

置する改良壁体が抜出しせん断破壊しないよう、改良壁体に作用するせん断応力を式(6.28)

と(6.29)により求め、改良地盤のいずれの深度においても改良壁体に作用するせん断応力が

設計に用いるせん断強さを超えていないことを確認すればよい。改良地盤の上面に載る盛土

に作用する慣性力の一部も改良体に作用していると考えられるが、盛土側の液状化層から作

用する土水圧が支配的であると考えられることから本検討では無視することとした。また、格子

内部から作用する静止土水圧合力の算出にも盛土荷重は無視することとした。 

 

検討する深度が改良地盤底面の場合 

( )
bz

lPPH HzAHzTz

2
0

2
⋅−+

=τ  (6.28) 

検討する深度が上記以外の場合 

 

( )
blbz

lPPH HzAHzTz

+
⋅−+

=
2

0
2τ  (6.29) 

ここに、 

τ2 ：改良壁体に作用する抜出しせん断応力(kN/m2) 

HTz ：検討する深度の上部の改良壁体に作用する慣性力(kN/m) 

PAHz ：検討する深度の上部の改良地盤に作用する主働側土水圧合力(kN/m) 

P0Hz ：検討する深度の上部の改良壁体に格子内部から作用する静止土水圧合力

(kN/m) 

  l ：対象とする改良壁体の堤防法線方向の長さ(m)  

  b ：改良壁体の厚さ(m)  
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 鋼材を用いた対策工法の諸元設定 

 

（１）堤防のり尻付近の基礎地盤に対して鋼材を用いた対策工法を適用することを基本とす

る。 

（２）設定した鋼材の仕様において、十分な根入れを確保し、対策工諸元設定用震度に対して

鋼材に発生する応力度が所定の許容値以内となることを照査する。次に、鋼材を用いた対策

工を含む液状化対策を施した堤防の地震後の堤防高さが耐震性能の照査において考慮する

外水位を下回らないことを照査する。 

 

（１）ここでは鋼材は、鋼矢板、鋼管鋼材、鋼管杭を指している。また、これらの鋼材の中にも通常

の鋼材と排水機能付き鋼材がある。鋼材を用いた対策工法の適用対象は、基礎地盤の液状

化を基本とし、施工位置はのり尻付近の基礎地盤を基本とした。 

本章では、図-7.1 の自立式構造を対象に設計の方法を示すが、アースアンカー式構造な

どのその他の形式もここで示す設計の方法に準拠して設計することができる。 

 

液状化層

 

図-7.1 鋼材を用いた工法の構造形態（自立式構造） 

 

（２）旧液状化対策マニュアルでは、中規模地震動に対して鋼材等の安定性が確保できるように

鋼材の仕様・根入れを設定していた。安定性とは、鋼材に発生する応力度が所定の許容値以

内となることを主に，鋼材の変形による堤防の沈下や円弧すべりも含んだものであった。本手

引きでも、まず、鋼材の仕様・根入れ（矢板の安定性の確保）を旧液状化対策マニュアルと同

様の考え方で設定し、対策工諸元設定用震度に対して鋼材に発生する応力度が許容値以

内となることを照査する。次に、レベル 2 地震動に対して堤防の耐震性能が満足すること照査
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することとした。これにより、鋼材が変形することによる堤防の沈下や堤防自体の変形を考慮し

た設計が可能となる。 

 

 

鋼材を用いた対策は、堤防下の地盤の液状化によって盛土が大きく変形することを、鋼材

の剛性と根入れ部の地盤抵抗などによって抑制するものである。また、排水機能付き鋼材で

は鋼材周辺の過剰間隙水圧の発生を低減することにより、鋼材に作用する液状化荷重の低

減および地盤反力の増加を図り、鋼材の剛性と根入れ部の地盤抵抗などと合わせて堤防盛

土の変形を抑制するものである。 

 

排水機能付き鋼材が周辺地盤の過剰間隙水圧の発生を抑制する対策原理については、

耐震性能照査において、現時点では静的照査法によってその効果を評価する方法が確立さ

れていないことから、一般の鋼材対策と同様に鋼材の型式に応じた剛性を考慮して耐震性能

照査を実施する。つまり、耐震性能照査においては、排水機能付き鋼矢板 VL 型は、通常の

VL 型と同じ扱いとする。 
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（１）使用鋼材は、盛土の形状、液状化層の厚さ、液状化抵抗、地下水面、施工環境などを考

慮して選定する。 

（２）鋼材の材料規格および許容応力度は表-7.1 に示すものとする。 

（３）排水部材は、打設時および地震時に破損せず、かつ十分な排水能力を有するものを用

いる。 

（４）堤体直下の地下水位が上昇しないよう配慮する。 

 

（１）盛土の形状、液状化層の厚さ、液状化抵抗、地下水面などは計算で考慮可能な項目である

が、この他に施工環境なども考慮し、打設可能な鋼材を選定する。 

対策工諸元設定用震度に対する液状化層が存在しない場合には、打設可能な鋼材、型式

を選定すればよい。 

鋼材を選定するときは、鋼材の型式ごとの断面二次モーメント、断面係数等の断面性能に

加え、継手効率、腐食による断面性能の低減について考慮する必要がある。鋼矢板における

具体的な数値については、「鋼矢板 設計から施工まで（2014年）」（一般社団法人鋼管杭・鋼

矢板技術協会）1)に記載の断面性能（p.6～9）、腐食代を考慮した場合の断面性能（p.15～

20）、継手効率（p.108）を参照すること。 

 

（２）表-7.1 に対策工に用いる主な鋼材、材料規格、許容応力度を示す。 

 

表-7.1 主要鋼材、材料規格、許容応力度 

鋼材の種類 規格 許容応力度 

(N/mm2) 

許容応力度 

の割り増し 

鋼矢板 

 

鋼管矢板 

 

鋼管杭 

SYW295 

SYW390 

SKY400 

SKY490 

SKK400 

SKK490 

180 

235 

140 

185 

140 

185 

 

施工時 

 常時の 1.5 倍 

地震時 

 常時の 1.5 倍 

 

（３）排水部材は、打設時あるいは地盤中に混入する礫等の点荷重、さらには地震時の土圧等

により破損しないものとする。このため、部材内空断面は半径 5cm 程度以上でかつ長手方向

に流入孔が密に配置されているものがよい。 
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排水部材に溝形状鋼材を用いる場合、部材周りの過剰間隙水圧分布を算定するにあたっ

ては、溝形状鋼材で形成される矩形断面を円管に置き換えるため、図-7.3 に示す等価半径 2）

の値を用いる。 

 

 

r0=BH/(B+H) 

r0：等価半径 

B：排水部断面幅 

H：排水部断面高さ 

図-7.3 矩形排水断面の等価半径 

 

排水部材の長さは液状化する最下層の下端までを原則とする。 

 

（４）鋼材の透水係数は低く、これが壁状に連続すると、わずかかもしれないが、平常時の堤体直

下の基礎地盤の地下水位が上昇したり、洪水後に地下水位が高い状態がより長く続く場合が

ある。地下水位が高まると液状化する範囲が増える場合があるため、耐震上も望ましくない。こ

のため、できるかぎり地下水位が上昇しないよう工夫する必要がある。例えば、通水用の孔を

設けておくなどの方法が考えられる。 

 

（５）その他 

対策工諸元設定用震度に対する液状化層が存在しない場合には、まず、耐震性能を満足

する鋼材と根入れ長の組合せを設定する。次に、便宜的に、レベル 2 地震動に対する液状化

に対する抵抗率 FLを使って、液状化層/準液状化層/非液状化層を区分し、7.5(2)、7.6 の方

法に従って、鋼材に発生する応力度が許容応力度以内であることを照査することとする。根入

れ層の地盤反力は受働土圧相当を上限として、液状化層等からの土水圧によるモーメントが

根入れ層の地盤反力によるモーメントを上回った場合には、モーメントが釣り合うところまで液

状化層等からの土水圧を低減して構わない。 

 

 

根入れ層の水平方向地盤反力係数を地盤調査等から適切に設定した上で、鋼材を用いた

対策工が安定するよう水平方向地盤反力係数と鋼材の曲げ剛性から根入れ長を設定する。 
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（１）土層区分と根入れ 

対策工諸元設定用震度に対する液状化に対する抵抗率FLに従って、土層を表-7.2のとお

り区分する。液状化層の下端よりも下に鋼材を貫入することを根入れ、根入れする準液状化

層と非液状化層を根入れ層、根入れ層への貫入長さを根入れ長と呼ぶ。 

 

表-7.2 土層区分 

液状化層 FL≦1.0 の層 

準液状化層 1.0<FL≦1.3 の層 

非液状化層 FL>1.3 または液状化のおそれがない層 

 

（２）水平方向地盤反力係数 

根入れ層のうち非液状化層における水平方向地盤反力係数は以下の方法により算定す

る。 

4/3

0 3.0

−





= H

HH
Bkk  (7.1) 

00 3.0
1 EkH α=  (7.2) 

 

ここに， 

kH  ：水平方向の地盤反力係数(kN/m3) 

kH0 ：直径 0.3m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当する水平方向地盤反力

係数(kN/m3) 

BH ：基礎の換算載荷幅(m)で、連続壁の場合 BH=10m とする。 

E0  ：表-7.3 に示す方法で測定または推定した設計の対象とする位置での地盤の変

形係数(kN/m2) 

α   ：地盤反力係数の推定に用いる係数で、表-7.3 に示す。 

 

表-7.3 E0とα 

次の試験方法による変形係数(kN/m2) α 

直径 0.3mの剛体円板による平板載荷試験の繰返し曲線から求

めた変形係数の 1/2 

2 

ボーリング孔内で測定した変形係数 8 

供試体の一軸または三軸圧縮試験から求めた変形係数数 8 

標準貫入試験の N 値より E0=2800N で推定した変形係数 2 
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また、根入れ層のうち準液状化層の地盤反力係数は以下の方法により算定する。 

 

( )
4/3

0 3.0
1

−





−= H

HuH
Bkrk  (7.3) 

 

ここに、 

ru ：水平地盤側の過剰間隙水圧比 

 

（３）根入れ長の設定 

根入れ長は式(7.4)の必要根入れ長以上に設定する。 

 

β/2min =L  (7.4) 

4
1

4 





 ⋅=

EI
DkHβ  (7.5) 

 

ここに、 

Lmin ：必要根入れ長(m) 

β  ：特性値 (l/m) 

kH ：水平方向の地盤反力係数(kN/m3) 

D  ：鋼材の単位幅(m) 

E ：鋼材の弾性係数(kN/m2) 

I  ：鋼材の腐食前、継手効率 1.0 の断面 2 次モーメント(m4) 

 

根入れが地盤反力係数の異なる複数の土層にまたがる場合には、各土層の根入れ長（厚

さ）に特性値β を乗じた値の合計が 2 以上となるようにすればよい。 

 

 

対策工諸元設定用震度に対して鋼材に発生する応力度が許容応力度以内であることを照

査する。 
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盛土下の液状化程度に関する係数α1は、式(7.7)によって求めることとする。 

 

uBr=1α  (7.7) 

 

ここに、 

ruB ：盛土下の最大過剰間隙水圧比 

 

盛土下の最大過剰間隙水圧比は、式(7.8)～(7.10)のとおり。 

 

( )max
7

uuBLBuB rrFr ≤= −
ただし、  (7.8) 

( )cu dhar −= 1max  (7.9) 

( )1.0115.0 −×= na  (7.10) 

 

ここに、 

FLB ：盛土の上載圧を考慮した盛土下地盤の液状化層中央深さでの液状化抵抗率 

h ：盛土高さ(m) 

dc ：液状化層中央までの深さ（水平地盤部での地盤面を基準とした深さ） 

n ：盛土ののり勾配（１：n） 

 

1 0

ruB

ru B=FLB
-7

0

ru max

FLB   

a

1.0

ru max

h/dc

ru max=1 − a(h/dc)

1.0

0  

    図-7.6 ruB～FLB関係               図-7.7 ru max～h/dc関係 

 

矢板の相対剛性に係る補正係数α2は、式(7.11)、式(7.12)および図-7.8 により求める。 

 
( ) ( )0.14.016.0log32.0 2102 ≦≦ただし、 αρα −⋅=  (7.11) 

( ) ( )3HbEz sata γρ =  (7.12) 
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ここに、 

ρ ：鋼矢板の相対剛性 

E ：鋼矢板の弾性係数(kN/m2) 

za ：鋼矢板壁の断面係数(m3) 

b ：壁幅(m) 

γsat ：液状化層の飽和単位体積重量(kN/m3) 

H ：液状化層厚(m) 

ただし、アースアンカー式構造などでは、鋼矢板がアンカーで固定されるため、

相対剛性の高い壁体とみなし、α2=1.0 とする。 

0.4

1.0

α2

log10(ρ)

α2=0.32log10(ρ)−0.16

 

図-7.8 α2～ρ 関係 

 

盛土形状に対する補正係数α3、盛土漸増成分荷重の基本係数 F(z)は、式(7.13)～式

(7.15)による。 

 
( ) 071.10126.020236.03 +−×= bu BBα  (7.13) 

ただし、6m≦Bu≦20m，10m≦Bb≦20m 

( ) ( ) ( )mzzzzhzF t 100275.0140.00149.000054.0 23 ≦≦++−= γ  (7.14) 

( )zmht <= 10725.0 γ  (7.15) 

 

ここに、 

F(z) ：盛土漸増成分荷重の関する基本分布関数(kN/m2) 

z ：地表面からの深さ(m) 

γt ：盛土の湿潤単位体積重量(kN/m3) 

h ：盛土高さ(m) 

Bu ：図-7.9 に示す盛土天端幅(m) 
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Bb ：図-7.9 に示す盛土の法肩から法尻までの水平距離(m) 

n ：盛土ののり勾配 

 

Bu Bb

堤防盛土

のり勾配
1:n

 

図-7.9 Buおよび Bb 

 

（３）振動成分荷重 

鋼矢板に作用する液状化層（完全液状化層と準液状化層）の振動成分荷重は、式(7.16)に

よる。 

maxddd PP α=  (7.16) 

( ) zHrkP duwd 'max γγ +=  (7.17) 

 

ここに、 

Pd ：鋼矢板に作用する液状化層の振動成分土圧(kN/m2) 

αd ：使用矢板の剛性に応じた振動成分土圧に係わる係数 

Pd max ：使用矢板の剛性に応じた振動成分土圧に係わる係数をかける前の振動成分

土圧(kN/m2) 

k ：地盤面における水平震度 

γw ：水の単位体積重量(kN/m3) 

γ’ ：土の水中単位体積重量(kN/m3) 

ru ：堤防盛土外側の水平地盤部での過剰間隙水圧比 

Hd ：地下水位から最も下の液状化層（準液状化層と完全液状化層）の下端までの

距離(m) 

z ：地下水位からの深度(m) 

 

αdは、矢板の相対剛性より式(7.18)および図-7.10 により求める。 

 
( ) ( )0.1040.0log40.0 10 ≦≦ただし、 dd αρα −=  (7.18) 

 

ここに、 

ρ：鋼矢板の相対剛性（式(7.12)） 
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1 0

0

αd

αd=0.40log10(ρ)−0.40

log10(ρ)  
図-7.10 αd～ρ 関係 

 

 

 排水機能付き鋼材周辺の過剰間隙水圧低減効果の算定 

使用鋼材として排水機能付き鋼材を用いる場合には、排水部材の特性、地盤条件、震動

条件等を考慮して周辺地盤での過剰間隙水圧の低減効果を算定する。 

 

（１）排水機能付き鋼材周辺の過剰間隙水圧低減効果の算定手順 

使用部材として排水機能付き鋼材を用いる場合の過剰間隙水圧低減効果の算定手順を

図-7.11 に示す。排水部材の特性、地震動条件、地盤条件等によって定まる鋼材周辺での過

剰間隙水圧の低減効果を土圧強度で表して以降の鋼材による連続壁の設計で考慮するもの

とする。ここでは、受働側地盤に配置された排水部材に対しては抵抗土圧の増加量を表す抵

抗土圧増加係数∆KPを、また、主働側（盛土側）地盤に配置された排水部材に対しては作用

土圧の低減量を表す作用荷重の低減係数∆KAを算定する。 

 

（２）地震動の条件 

排水部材による過剰間隙水圧の低減効果を評価するために地震動の条件として、地震動

の有効継続時間 tdおよび等価な一定振幅せん断応力の繰返し回数 Neqを設定する。 

 

a．地震動の有効継続時間 td 

地震動の有効継続時間 tdは、地震動そのものの継続時間ではなく地震波を等価な一定振

幅せん断応力に置き換えた場合の繰返し回数Neqの継続時間であり、旧液状化対策マニュア

ル 7.4.5 に従い設定する。 
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Start

地震動の有効継続時間td, 
一定振幅せん断応力の等価繰返し回数Neqの設定

一定振幅に換算した地震動で原地盤が液状化する繰返し回数N1の算定

地盤の透水係数ksと体積圧縮係数mvの設定

時間係数T1の算定

過剰間隙水圧低減効果に対応する受働側の土圧増分を表す土圧係数 

∆KP，および，主働側の土圧低減を表す土圧係数∆KAの算定

End

 
図-7.11 排水機能付き鋼材による過剰間隙水圧低減効果の算定手順 

 

b．等価な一定振幅せん断応力の繰返し回数 Neq 

等価な一定振幅せん断応力の繰返し回数 Neqは、複数の振幅τ iを有する不規則波全体を

単一応力レベルτ iでの等振幅の繰返しせん断応力に置き換えた場合の繰返し回数であり、

旧液状化対策マニュアル 7.4.5 に従い設定する。 

 

（３）地盤の液状化強度 

排水部材による過剰間隙水圧の低減効果を評価するために、等価な一定振幅に換算した

地震動で地盤が液状化する繰返し回数N1を設定する。N1は室内試験から得られる液状化強

度曲線から設定することができる。また、液状化強度曲線がない場合には旧液状化対策マニ

ュアル 7.4.6 に示す方法で推定することができる。 

 

（４）地盤の透水係数および体積圧縮係数 

a．地盤の透水係数 

現場透水試験によって求めた値がある場合にはそれを使用し、無い場合には Creager（クレ

ーガー）による方法等で推定することもできる。 
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b．体積圧縮係数 

繰返し三軸試験により求めた値がある場合にはそれを使用し、無い場合には旧液状化対

策マニュアル 7.4.7 に示す方法で推定することもできる。 

 

（５）時間係数の算定 

排水矢板周辺地盤の過剰間隙水圧分布は、（６）に示すように時間係数 T1によって支配さ

れる。T1は地盤の透水性（圧密性）と地震動の条件および地盤が設定地震動の下で液状化

に至るまでの時間 t1に関する無次元パラメータであり、式(7.19)によって算定する。 

 

( )2
011 xmtkT wvS γ=  (7.19) 

 

ここに、 

ks ：透水係数(m/sec) 

t1 ：t1 = td ／ (Neq／N1) (sec) 

Neq ：等価な一定振幅せん断応力の繰返し回数 

N1  ：等価な一定振幅に換算した地震動で地盤が液状化する繰返し回数 

mv  ：体積圧縮係数(m2/kN) 

γw  ：間隙水の単位体積重量(kN/m3) 

x0  ：基準長さ。ここでは x0=0.05m とする。 

 

（６）過剰間隙水圧の低減効果に応じた土圧係数の算定 

排水機能付き鋼材の過剰間隙水圧の低減効果に応じた受働側の抵抗土圧増加係数∆KP

および盛土側の作用土圧低減係数∆KAは、周辺の過剰間隙水圧分布と地盤性状を考慮して

算定する。 

 

a．排水矢板周辺地盤の過剰間隙水圧分布 

地盤の間隙水圧の消散に関する圧密方程式に地震による過剰間隙水圧の発生を考慮し

た以下の基本方程式を解くことによって、地盤の物性と地震動の条件に応じた排水機能付き

鋼矢板周辺の過剰間隙水圧分布を算定する。 

 

( ) tuumktu gwvS ∂∂+∇⋅=∂∂ 2γ  (7.20) 

 

ここに、 

u ：地盤内の過剰間隙水圧比 
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t  ：時刻 

ks  ：透水係数 

mv  ：体積圧縮係数 

γw  ：間隙水の単位体積重量 

ug  ：地震動の繰返しによって地盤内に発生する過剰間隙水圧 

 

ここで、ドレーン工法などのように柱状ドレーン体への放射線方向の水の流れを考える場合

には、一般にこれを軸対称問題と考え、円筒座標系で書き表した次の式が適用されている。 

 

( ) ( ){ } tururrumktu gwvS ∂∂+∂∂⋅+∂∂⋅=∂∂ 122γ
 (7.21) 

 

一方、排水機能付き鋼矢板では、排水部材が鋼矢板壁面に沿って列状に均等配置され、

さらに排水部材の鉛直（長手）方向にも流入孔が配列されているのが一般的であることから、

地盤中においては矢板壁面に向かう水平面内の水の流れを考えるほうが合理的である。ここ

で、地盤内の流れが一次元的と見なせる領域について、式(7.21)を直交座標系で書き表すと

次のようになる。 

 

( ) tuxumktu gwvS ∂∂+∂∂⋅=∂∂ 22γ  (7.22) 

 

地盤内の過剰間隙水圧の発生に関する ugは、初期鉛直有効応力σv0’との比をとり、以下

の De Alba らによる式を仮定する。 

 

( ) ( ) ( )a
vg NNu 21

1
1

0 sin2' −⋅=∂ πσ  (7.23) 

 

式(7.23)を式(7.22)に代入して無次元化すると式(7.24)が得られる。 

 

( ) ( )ufxuTtu ⋅⋅+∂∂⋅=∂∂ απ122
1  (7.24) 

 

ここに、 

( ) ( ) ( )[ ] 112 2cos2sin −− ⋅⋅⋅= uuuf a ππ  

'0vuu σ=  
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dttt =  

0xxx =  

 

さらに、式(7.24)は排水部材内への流入時、および、排水部材内での流れの抵抗を考慮す

る必要がある。排水部材としては一般に中空部材が用いられることから、ここでは、その一つ

の方法として、排水部材近傍地盤から部材の開口部さらには部材内での一連の水の流れに

圧損を考慮したベルヌーイ式と連続式を適用する。すなわち、 

 

( )gvRuu dbww 22
01 ⋅=− γγ  (7.25) 

( ) ( ) ( )2
1

2
11 0.1 ddSdSb ADfLAAR −+++⋅= ηη  (7.26) 

 

なお、式(7.25)では排水部材近傍地盤から部材開口部の間の透水抵抗による圧損は考慮

していない。式(7.25)を変形すると式(7.27)が得られる。 

 

( )gvRuu ww 22
101 ⋅=− γγ  (7.27) 

( )2
1db ARR =  (7.28) 

 

ここに、 

u1，u0 ：排水部材の入口および出口での過剰間隙水圧 

Rb，R ：排水部材および壁面の見かけの抵抗係数 

vd，v1 ：部材内の流速および地盤内での壁面方向の流速。vd=v1/(Ad1) 

ηs ：部材への流入時の縮流損失係数 

ηd ：部材からの流出時の損失係数 

f ：部材の管路としての圧損係数 

As1 ：As/A1（部材の表面開孔面積／排水部材 1 本当たりの受持ち壁面積） 

Ad1 ：Ad/A1（排水部材断面積／排水部材 1 本当たりの受持ち壁面積） 

L/D ：部材長／部材径 
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を求めたものが図-7.13 である。過剰間隙水圧低減効果の及ぶ距離が同じでも、液状化層厚

H との比によって土圧係数が異なることから図の縦軸には液状化層厚の項が含まれている。 

 
図-7.13 時間係数 T1と∆KPおよび∆KAの関係 

 

 排水機能付き鋼材による対策工の外力の算定 

排水機能付き鋼材による対策工の外力は、過剰間隙水圧低減効果による低減および抵抗

土圧の増加を考慮して算定する。 

 

漸増成分と振動成分を以下の方法により算定する。 

 

a．漸増成分荷重 

排水機能付き鋼材に対する漸増成分荷重は、過剰間隙水圧低減効果を受働側に対して

は抵抗土圧の増加および盛土側に対しては作用荷重の低減で表現し、これらの普通鋼材に

対する作用荷重に考慮して求める。なお、受働側の抵抗土圧の増加および盛土側の作用荷

重の低減は排水部材が配置されている側のみに考慮するものとする。 
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排水機能付き鋼材に対する漸増成分荷重は式(7.29)によって求める。ただし、Psd≧0 とす

る。 

 

( ) PzFPPP ssd ∆−⋅⋅⋅=∆−= 321 ααα  (7.29) 

 

ここに、 

Psd ：排水機能付き鋼材に対する漸増成分荷重 

Ps ：普通鋼材に対する漸増成分荷重で 7.6.2 に従う 

α1 ：盛土下の液状化程度に関する係数で 7.6.2 に従う 

α2 ：矢板の相対剛性に関する係数で 7.6.2 に従う 

α3 ：盛土形状に関する係数で 7.6.2 に従う 

F(z) ：漸増成分荷重の基本関数で 7.6.2 に従う 

∆P ：排水機能付き鋼材の過剰間隙水圧低減効果に対応する漸増成分荷重の低減

量で式(7.30)によって表される。 

 

AP PPP ∆+∆=∆  (7.30) 

 

PP ：受働側排水部材による抵抗土圧の増加量で式(7.31)による 

 

zKP PP ⋅⋅∆=∆ 'γ  (7.31) 

 

PA  ：盛土側排水部材による作用荷重の低減量で式(7.32)による 

 

zKP AA ⋅⋅∆=∆ 'γ  (7.32) 

 

ここに、 

∆KP ：受働側地盤の抵抗土圧の増加係数で 7.7.1 よる 

∆KA ：盛土側の作用荷重の低減係数で 7.7.1 による 

γ’ ：土の水中単位体積重量 

z ：深さ 

 

なお、盛土側排水部材による作用荷重低減量の算定において、盛土の上載圧に相当する

荷重 Psが数値解析結果に基づいて定式化されたものであり、極限土圧の理論的な対応関係

が不明瞭であること、これに関する実験的な検証も十分ではないことから、ここでは∆KAに乗じ
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る荷重項を水平地盤部の土圧に相当するγ ’z のみとし、盛土の上載圧に関する項は含めない

こととした。 

 

 

b．振動成分荷重 

普通鋼矢板の場合に準拠し、7.6.2 の式(7.16)によって求める。 

排水機能付き鋼材に対する振動成分荷重に関しては、模型実験によれば周辺地盤の過剰

間隙水圧の低減効果によって矢板の応力の振動成分が低減される例も見られるが、現状で

はそのメカニズムが必ずしも明解ではないため、ここでは普通矢板と同様の荷重を考慮するこ

ととした。 

ただし、本節に示した土圧算定方法では、排水効果を土圧の低減等に置き換えて評価し

ていること、作用土圧の分布や大きさに関係なく排水効果による抵抗土圧を深さ方向に直線

増加としていることなど、複雑な現象を簡略なモデルで扱うためのいくつかの仮定を含んでい

ることから、その適用範囲に留意する必要がある。そこで、限られた条件での検討結果ではあ

るが、現状で得られている実験結果および有効応力解析結果との比較に基づいて、盛土構

造物に対しては排水機能付き鋼材の計算結果に対して以下の下限値を設定しておくこととす

る。 

排水効果を考慮する前の鋼矢板の最大曲げ応力σ 1、排水効果を考慮した鋼矢板の最大

曲げ応力をσ 2として、 

・矢板の水平地盤側または盛土側の片側に排水部材がある場合には、 

12 75.0 σσ ≧  

・矢板の水平地盤側と盛土側の両側に排水部材がある場合には、 

12 50.0 σσ ≧  

とする。 

 

＜参考文献＞ 

1) （一社）鋼管杭・鋼矢板技術協会： 鋼矢板 設計から施工まで, 2014. 

2) （社）日本機械学会：技術資料 管路・ダクトの流体抵抗、1979. 
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浸透した雨水や地下水等が堤体下部に滞留し、常時飽和状態となりやすい。実際には度重

なる築堤履歴により堤体土は均質でないため、堤体下部の飽和した砂質土は川表側あるい

は川裏側のみに偏在することもある。 

 

(b) 地震動によって堤体下部の飽和砂質土が繰返しせん断を受け、過剰間隙水圧の上昇

とともにその剛性・強度が低下する。特に、堤体下部の砂質土がゆるい場合は、飽和域の砂

質土が流動的に変形する。 

 

(c) 堤体下部の飽和域の液状化により、飽和域より上方の堤体土が水平方向に伸張変形

する。このため、のり面、のり肩、天端にわたって堤防縦断方向の亀裂が発生する。のり尻部

の水平変位が小さい場合はのり尻付近がはらみ出す程度の変状にとどまるが、のり尻付近の

水平変位が大きい場合は亀裂が進展して飽和域より上方の堤体土がいくつかの土塊に寸断

される。この天端付近の土塊が沈下・傾斜することで、天端に陥没・傾斜を生じることがある。

また、変状を生じたのり尻付近から液状化した堤体下部の砂質土が流出して噴砂として見ら

れる場合や、開口した亀裂に液状化した堤体下部の砂質土が貫入し、沈下した元の天端付

近やのり肩、のり面付近に噴砂として見られる場合がある。 

 

以上の他にも、平常時より河川水位がのり尻付近に位置する場合においても、堤体内水位

が高く保持されることで堤体下部に飽和域が形成され、ここに液状化が生じる場合も考えられ

る。 

上記の被災メカニズムを念頭におき、堤体の液状化対策工の設計を行う必要がある。 

 

（１）本手引きでは、既設堤防への適用性が比較的高い押え盛土とドレーン工の設計方法を示

す。堤体液状化の範囲に応じ、川表側と川裏側の対策をバランスよく組み合わせるのが良

い。 

（２）堤体の液状化が生じ、地震後の堤防高さが照査外水位を下回るときに、堤体液状化対策の

設計を行う。ただし、基礎地盤の液状化対策だけで、十分な対策効果が得られる場合には、

堤体液状化対策を検討、実施しなくてもよい。堤体液状化対策が特に効果を発揮するのは、

のり尻よりも高い位置に水位が形成されているような場合である。8.2 に示す堤体の液状化に

よる被害を軽減する対策原理等も参考に適切な工法を選定し、基礎地盤の液状化対策と合

わせて耐震性能を満足することを照査する。 
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堤体の液状化による被害を軽減するためには、堤体内水位の低下、のり尻の安定化等を対

策原理とした工法等がある。現場条件や対策効果を考慮して適切な工法を選定する。 

 

堤体の液状化による被害を軽減する対策原理としては、①～③ が考えられる。 

 

①地震前における堤体内水位の低下 

地震前における堤体内水位を低下させることで、液状化が生じる範囲を小さくすることがで

き、被害を軽減することができる。水位が低下した分、液状化が生じる範囲が小さくなるだけで

なく、有効上載圧が増え、液状化しにくくなる効果もある。また、液状化層が薄くなるので、排

水されやすくなり、過剰間隙水圧は上昇しにくくなる効果もあると考えらえる。 

具体の対策方法として、のり尻付近にドレーン工を設置する方法が考えられる。ただし、地

震前の堤体のめり込み等の程度によっては、堤体内の浸透水を排出するための堤脚水路と

の高さの関係からこの方法を適用することが困難な場合もある。 

 

②のり尻付近の安定化 

堤体に液状化が生じるような条件では、のり尻付近の飽和度が高く、また、拘束圧が低く強

度が小さいため、のり尻付近の堤体の液状化に伴う強度低下をきっかけとして堤防が変状し

始める。このため、のり尻付近の安定化を図ることで、堤体の液状化による被害を軽減すること

ができる。対策工の例としては、のり尻にドレーン工を設置する方法や押え盛土を設置する方

法が考えられる。 

①と②のドレーン工、②の押え盛土はいずれも耐震対策だけでなく浸透対策としても有効

である。 

 

③その他 

堤体の液状化強度を高める方法として、既設の堤体を除去し、適切な材料選定と締固め管

理の下に、再度築堤を行う方法が考えられる。高い対策効果が期待されるものの、大規模な

仮設を必要とするなど、実際には困難な場合が多いと考えられる。 

その他、堤体の液状化を防止・抑制する工法として、基礎地盤の液状化対策として適用さ

れるような締固め工法等も考えられるが、施工時に堤防にゆるみ等を生じる可能性があること

から、一般に適用が困難である。 

 

堤防は複雑な築堤履歴を有することから、内部の土質構造が必ずしも均質ではなく、液状

化を生じるような砂質土が川表側のみ、あるいは川裏側のみに偏在する場合もある。したがっ

て、対策工法の検討にあたっては、堤体内部の土質構造を適切に把握し、表のりや裏のりへ
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の対策工の必要性を判断することが重要である。また、地下水位や、基礎地盤および堤体の

土質構成によっては、上記以外の対策工についても検討することが必要となる場合もある。 

 

上記の対策原理に基づいて、対策工の選定を行う。本マニュアルでは、既設堤防への適

用性を勘案し、主として対策原理①および②に基づいた押え盛土およびドレーン工を対象と

する。 

ドレーン工は、堤体内水位の低下を図るとともにのり尻付近の安定化を目的とした工法であ

り、裏のり尻への適用となる。地震前の堤体の基礎地盤へのめり込みが大きい等、堤体内水

位の低下効果を見込めない場合には、のり尻の安定化を主目的としてドレーン工を設置する

ことになる。 

押え盛土はのり尻付近の安定化を図る工法である。表のり尻および裏のり尻に適用するこ

とができるが、裏のり尻に適用する場合に用地が必要となる。また、軟弱地盤上では押え盛土

によって、圧密沈下が生じ、堤体液状化の範囲が広がることや堤体に亀裂が生じる可能性が

あるため、これらの影響にも留意しなければならない。 
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て変化すると考えられるが、場所によっては降雨の影響以外の影響、たとえば、縦断方向の

地下水流の影響を強く受けている可能性もある。一定期間計測することによって、このような

分析も可能となる。 

 

（２）堤体液状化対策実施前に把握した堤体内水位が再現できるよう、降雨を与えた定常浸透流

解析を実施する。降雨量を変えることで堤体内水位の高低を調整することができる。同じ降雨

条件のもとで対策工をモデル化すれば、対策工による堤体内水位の変化を算定することがで

きる。この水位を耐震性能照査で用いれば、対策工による水位低下効果を表現することがで

きる。 

なお、降雨以外の影響を強く受けていると判断された場合は、定常浸透流解析において降

雨以外に堤体内での地下水の湧き出しを模擬的に与え、堤体内水位の再現を行うとよい。 

 

 

（１）ドレーン工は、裏のり尻に適用することができる。ドレーン工の高さは上限を 2.0m、下限を

0.5m とする。ドレーン工の堤体内への貫入量は、H.W.L.に対する平均動水勾配 0.3 を上限と

し、堤防高さの 0.6 倍程度を初期値とする。 

（２）押え盛土工は、表のりおよび裏のりに適用することができる。押え盛土工の勾配は堤防の

平均的なのり面勾配程度以下とし、高さは堤防高さの 0.5 倍程度、押え盛土の幅は堤防高さ

程度を初期値とする。 

（３）ドレーン工や押え盛土工の大きさは、対策効果と施工性等も考慮して設定する。 

 

（１）ドレーン工 

ドレーン工の仕様は以下のとおりとする。 

・ ドレーン工の高さは、沈下や変形等による機能の低下を考慮して最低限の厚みを確保す

ることとし、下限を 0.5m、上限を 2.0m とする。 

・ ドレーン工の堤体内への貫入量は、動水勾配の増加に伴うパイピングの発生等を生じさ

せないよう適切に設定するため、H.W.L.に対する平均動水勾配 0.3 を上限とした。また、

土木研究所で実施した遠心模型実験の結果から高い対策効果の得られた対策工の大き

さを参考に堤防高さの 0.6 倍程度を初期値とするとよい。ドレーン工の堤体内への貫入量

は、ドレーン工上面がのり面と交わる点を起点とした水平方向の長さとして求める。 

・ ドレーン工には、透水性が高く、大きな内部摩擦角が得られる材料を用いるものとし、一

般には、浸透対策で用いられるドレーン工と同じである。また、のり尻には堤脚水路を設

け、ドレーン工からの排水ならびに雨水等を適切に流下しうるように設計する。 
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 施工 

 

本手引きで対象とした液状化対策工法は、①締固め工法、②固結工法、③鋼材を用いた

対策工法、④堤体液状化対策の 4 種類である。本章では、表-9.1.1 に示す各種工法の施工

について解説する。 

 

表-9.1.1 本章で解説する液状化対策工法一覧 

（１）締固め工法 

 ・圧入締固め工法（動的、静的） 

・振動締固め工法 

（２）固結工法 

 ・機械攪拌工法 

・高圧噴射攪拌工法 

・注入工法 

（３）鋼材を用いた対策工法 

 自立（鋼管）矢板工法 

（４）堤体液状化対策工法 

 ・ドレーン工法 

・押え盛土工法 

 

各工法の特徴および用途は以下のとおりである。 

 

（１）締固め工法 

 工法の特徴 ：締固め工法の特徴は、大深度・高密度化が可能で、改良効果の信頼性が

高い。 

 工法の適用性 ：従来は大型施工機を用いた大規模な施工例が多かったが、近年小型施工

機を用いる工法が実用化されたことにより、市街地での施工例が増えている。

既設構造物近傍での施工例は比較的多いが、施工時の地盤変位に留意が

必要である。 
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（２）固結工法 

 工法の特徴 ：固結工法の特徴は、①施工に伴う騒音・振動が少ないこと、②対象地盤に

応じた固化材を添加することで信頼性の高い改良が可能である。 

 工法の適用性 ：通常の液状化対策工法としてどこにでも適用できるが、特に、施工に伴う振

動・騒音あるいは近接構造物への影響が問題となる都市部や細粒分が比較

的多く締固め工法が適用しにくい地盤などによく使用される。 

 

（３）鋼材を用いた対策工法 

 工法の特徴 ：鋼材工法の特徴は、①施工機が簡易であること、②工期が短いことなどで

ある。 

 工法の適用性 ：施工条件に応じた施工機、施工法を選択することにより、環境に配慮した

低振動・低騒音での施工、また、狭い場所、既設構造物に近接した場所、橋

梁桁下などでの施工が可能である。 

 

（４）堤体液状化対策工法 

 工法の特徴 ：押え盛土とドレーン工の 2 種類がある。押え盛土は用地の問題があり、ドレ

ーン工は堤防の部分開削が必要となる。 

 工法の適用性 ：用地の制約や浸透安全性を考慮すると、川表側で押え盛土、川裏側でドレ

ーン工を選択することとなる。 

 

 

締固め工法は、振動、あるいは材料を地盤中に圧入することにより、砂地盤の密度増大や

地盤の側方拘束を高めて、改良範囲内の地盤の液状化強度を高める工法である。 

表-9.2.1 に示すとおり、締固め方法により、圧入締固め工法と振動締固め工法に大分類で

きる。 

圧入締固め工法は、貫入に振動を用いる動的圧入と、振動を伴わない静的圧入があり、代

表的な工法として、①サンドコンパクションパイル工法、②静的締固め砂杭工法、③砂圧入式

静的締固め工法、④コンパクショングラウチング工法が挙げられる。①と②が大型施工機を用

いる工法であり、広く平坦な施工基面を必要とするのに対して、③と④は施工機が小さいため

狭隘な現場に適している工法である。 
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表-9.2.1 代表的な締固め工法 

締固め方法 貫入方法 施工機 工法名 解説 

圧入締固め 

動的圧入 大型 サンドコンパクションパイル工法 9.2.1 

静的圧入 

大型 静的締固め砂杭工法 9.2.2 

小型 
砂圧入式静的締固め工法 

コンパクショングラウチング工法 
9.2.3 

振動締固め - 大型 振動棒工法 9.2.4 

 

振動締固め工法は振動によって地盤の密度を増加させることにより、液状化強度を上げる

工法である。施工方法や施工機によって数種類の工法があるが、いずれも施工時の振動や

騒音が大きく、市街地での適用は制限される。また、細粒分が多い地盤や互層地盤では、顕

著に改良効果が下がるため留意を要する。 

本節では、堤防の液状化対策として実績が多い、あるいは、近年実績が急激に増えてきて

いる圧入締固め工法および振動締固め工法の施工に関して解説する。 

 

 サンドコンパクションパイル工法 

（１）施工方法 

サンドコンパクションパイル工法の施工方法は、上下に振動する振動機を上端に備えたケ

ーシングパイプに砂を投入して地中に貫入し、ケーシングパイプを引き抜きながら砂を排出し

た後にケーシングを再貫入（打戻し）を行うことで、地盤に材料を圧入して締め固めるものであ

る。施工方法を図-9.2.1 に示す。この施工方法は「打戻し締固め方式」と呼ばれ、陸上工事で

は、φ 400mm 程度のケーシングパイプを用い、φ 700mm 程度の砂杭をつくるのが一般的であ

る。 

 
①．施工機のケーシングパイプを施工位置にセットする。 

②．バイブロを起動させケーシングパイプを貫入する。 

③．ケーシングパイプ内に砂を投入する。 

④．ケーシングパイプが所定深度まで貫入後、ケーシング内を圧気しケーシングパイプを引抜きながら砂

を排出する。 

⑤．ケーシングパイプ引抜きによって排出された砂を打ち戻し、所定の砂杭径になるように造成する。 

⑥．④～⑤の操作を細かく繰り返して拡径・締固めを行い、砂杭を造成する。 

⑦．造成完了後、ケーシングパイプ（施工機）を次の杭へ移動する。 
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図-9.2.1 サンドコンパクションパイル工法の施工方法 

 

（２）施工機 

サンドコンパクションパイル工法に用いる一般的な施工機の例を図-9.2.2に示す。本体は三

点式の大型施工機であり、バイブロハンマによりケーシングの貫入と材料の圧入を行うため、

施工中は大きな振動と騒音を伴う。その他に、本体に砂を運搬・供給するためのショベルが必

要となる。 

 
図-9.2.2 サンドコンパクションパイル工法の施工機（例） 

① ② ③ ④ ⑤
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発電機
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（６）適用事例 

十勝川下流部は「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災の推進に関する特

別措置法」における「推進地区」に指定されている。また、平成 15 年 9 月に発生した十勝沖地

震をはじめ、過去の地震において堤防のすべり破壊、天端亀裂等の被災を受けた履歴があり、

地震防災対策の推進が進められてきた。液状化により堤防に過大な沈下が発生する区間で

は、サンドコンパクションパイル工法による液状化対策が実施されており、対策実施済み箇所

が地震を受けた際に改良効果を発揮して、被災を免れた実績がある。下記は近年行われた

工事の概要であり、堤防法尻を開削してサンドコンパクションパイルが実施された。 

 

表-9.2.3 サンドコンパクションパイル工法の適用事例概要 

工事名称 
十勝川改修工事の内  

十勝川下流堤防耐震対策工事 

事業主 北海道開発局 帯広開発建設部 

施工場所 北海道中川郡豊頃町 

工期 平成 24 年 11 月～平成 25 年 3 月 

工事目的 堤防下基礎地盤の液状化対策 

工法 サンドコンパクションパイル工法 

施工数量 3,164 本(φ700，L=12.5m) 

 

 
図-9.2.5 施工状況 
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①ケーシングパイプを所定の位置にセットした後、材料砂をケーシング内に投入する。 

②回転駆動装置によってケーシングを回転させるとともに、強制昇降装置によってケーシングに圧入力

を加えながらケーシングを貫入する。 

③所定深度までケーシングを貫入する。 

④ケーシングを所定長（通常約 0.5ｍ）引き抜き、ケーシング内の砂を地中に排出する。この場合は砂排

出補助のためケーシング内に圧縮空気を充填する。 

⑤上記④の材料砂排出量に対応し、かつ所要の杭径を得るために必要な打戻し長（通常約 0.3ｍ）を打

ち戻すことにより、排出した砂を拡径して締め固めるとともに周囲の地盤も締め固める。 

⑥上記④,⑤の操作を繰り返すウェーブ施工により締固め砂杭を造成する。 

 

 
図-9.2.8 静的締固め砂杭工法の施工手順 1) 

 

（２）施工機 

静的締固め砂杭工法に用いる代表的な施工機を図-9.2.9 に示す。サンドコンパクションパ

イル工法と同様に、本体は三点式の大型施工機であり、強制昇降装置によりケーシングの貫

入と材料の圧入を行うため、無振動・低騒音で施工を行える。その他に、本体に砂を運搬・供

給するためのショベルが必要となる。 
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図-9.2.9 静的締固め砂杭工法の施工機 

 

（３）使用材料、砂杭配置、施工管理 

使用材料および砂杭配置，施工管理については，前項 9.2.1 のサンドコンパクションパイル

工法と同様である。 

 

（４）適用事例 

平成 19 年 7 月 16 日に発生した新潟県中越沖地震により、信濃川左岸・長岡市町軽井地

区の河川堤防が被災した。被災状況は図-9.2.10 のとおりであり、堤体のり尻付近で噴砂とクラ

ックが確認された。災害復旧の一環として液状化対策工を行うことになり、出水期に現堤のり

先部（一次施工）を、非出水期に既堤を撤去して直下（二次施工）の地盤改良を実施した。近

隣に民家があり施工時の振動と騒音を抑える必要があったため、液状化対策工は静的締固

め砂杭工法が選定された。図-9.2.12 に静的締固め砂杭工法の改良効果（改良前・改良後の

標準貫入試験結果）を示す。改良効果は，目標値を満足する結果であった。 

 

表-9.2.4 静的締固め砂杭工法の適用事例概要 

工事名称 信濃川町軽井堤防災害復旧 その１工事、その２工事 

事業主 国土交通省 北陸地方整備局 

施工場所 新潟県長岡市寺泊町軽井地先(信濃川左岸堤防) 

工期 平成 20 年 2 月～平成 21 年 3 月 

工事目的 堤防下基礎地盤の液状化対策 

工法 静的締固め砂杭工法 

施工数量 約 10,000 本(φ 700，L=5.6～10.7m) 

記号 名 称 

Ａ ベースマシン 

Ｂ 同上ﾘｰﾀﾞｰ部 

Ｃ 強制昇降装置 

Ｄ 回転駆動装置 

Ｅ ｹｰｼﾝｸﾞﾊﾟｲﾌﾟ 

Ｆ ホッパー 

Ｇ バケット 

Ｈ ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 

Ｉ ﾚｼｰﾊﾞｰﾀﾝｸ 

Ｊ スイベル 

Ｋ 発電機 

Ｌ ﾀｲﾔｼｮﾍﾞﾙ 

Ｍ 消音装置 
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をポンプ用いて圧送するが、薬液注入工法の原理とは異なり、材料はロッド先端付近で地盤

を押し拡げながら圧入されて改良体を形成し、地盤を締め固める工法である。工法により圧入

する材料が異なり、砂に流動化剤と遅効性塑性化剤を加えた流動化砂と低流動性のモルタ

ルがある。 

 

（２）施工機 

各工法の施工機を図-9.2.14、15 に示す。どちらの工法も本体は比較的小型の施工機であ

り狭隘地での施工に適している。その他に材料を混練するためのプラントと材料を圧送するた

めのポンプを用いている。なお、砂圧入式静的締固め工法の本体は施工状況に応じて、図

-9.2.14 の超小型クローラー施工機の代わりに、ロータリーパーカッションドリルを用いる場合と

ボーリングマシンを用いる場合がある。 

また、コンパクショングラウチング工法は図-9.2.15 の施工機編成の他に、ロッド削孔のため

のボーリングマシンやロータリーパーカッションドリルを用いることとなる。 

 
図-9.2.14 砂圧入式静的締固め工法の施工機（定置プラント方式の場合） 

 

 

図-9.2.15 コンパクショングラウチング工法の施工機（車上プラント方式の場合） 

 

（３）使用材料 

前述のとおり圧入する材料は各工法により異なり、流動化砂と低流動性モルタルをそれぞ

れ用いる。各工法の材料の概要をまとめると、表-9.2.5 のとおりとなる。近年では砂などの調達

水槽

バックホウ

分電盤

材料砂

流動化砂製造プラント

流動化砂圧送ポンプ

発電機

圧力流量計超小型クローラ施工機
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 振動棒工法 

（１）施工方法および施工機 

振動棒工法は、上下に振動する起振機を上端に備えたロッドを地中に貫入し、地表より補

給材を供給しながら、地盤に振動を加えることにより地盤を締め固めるものである。下端にバイ

プロフロットを配し、さらに水平振動を同時に加えるタイプのものもある。図-9.2.20 に代表的な

振動棒工法の施工方法を示す。なお、サンドコンパクションパイル工法などと異なり、地表から

補給材を投入するため、細粒分含有率の高い土層には適していないし、補給材の量の予測

も付きにくい。一般的には現地での試験施工により改良効果を確認した上で改良仕様を決定

することとなる。施工機は三点式の大型施工機を用い、補給材を供給するためのショベルドー

ザーも必要となる。 

 

 

図-9.2.20 振動棒工法の施工方法 2） 

 

（２）使用材料 

補給材は砂や砕石を使用することが多い。 

 

（３）打設間隔 

ロッドを打設する間隔は、基本的に 9.2.1 のサンドコンパクションパイル工法と同様に考える

が、補給される材料の量が地盤条件等によって変わるため、計画段階では換算径φ 500～

700mm 程度の範囲で、必要となる改良率に合わせて打設間隔を数種類設定した上で試験施

工に臨むことが多い。 
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（４）施工管理 

地盤改良においては、均一な施工ができるように施工時の施工管理には十分な注意を払う

必要がある。まず、仕上げやサイクルタイムが計画通り行われているかを管理するために貫入

深度を記録する自動深度計を取り付ける。次に、投入砂量の管理は、周辺地盤の締固めによ

る沈下状況やショベルのバケット容量を予め実測しておき、バケットの投入回数で行う。また、

振動体を駆動するモーターの電流量を記録する場合もある。改良後の施工管理には、標準

貫入試験などを行い改良効果を調べる。このときの留意事項はサンドコンパクションパイル工

法と同様である。 

 

 

固結工法の施工方法としては、機械攪拌工法、高圧噴射攪拌工法、注入工法の 3 つに大

別できる。表-9.3.1 に示すように、機械攪拌工法は、固化材と水を混ぜたスラリーを用いるか、

固化材を粉体のまま用いるかで細分される。高圧噴射攪拌工法は、噴射の方法によって単管

工法（硬化材のみを噴射）、二重管工法（硬化材と圧縮空気を噴射）、三重管工法（硬化材と

水と圧縮空気を噴射）の３つに細分される。注入工法としては、超微粒子系材料を用いた二

重管ダブルパッカー工法が代表的である。 
 

表-9.3.1 代表的な固結工法 

分類 工法名 解説 

機械攪拌工法 

機械攪拌工法（スラリー式） 

（変位低減型深層混合処理工法） 

（大径化施工） 

9.3.1 

（７） 

（８） 

機械攪拌工法（粉体式） 9.3.2 

高圧噴射攪拌工法 

単管工法 

二重管工法 

三重管工法 

9.3.3 

注入工法 

二重管ストレーナ―工法 

二重管ダブルパッカー工法 

ステージグラウチング 

浸透固化処理工法 

9.3.4- 
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（１）機械攪拌工法の特徴 

①低振動･低騒音工法であるため、市街地での施工や構造物に近接しての施工が可能である。

また、新設構造物に限らず、既設の盛土構造物･掘割道路などの耐震対策にも適用が可能で

ある。 

②対象地盤の土質性状に応じたセメント添加量を設定することにより、所要強度の固化体が得ら

れる。また、施工管理記録がほとんど自動化されているために信頼性の高い改良が可能であ

る。 

③格子状の改良形状にすれば改良率が低減でき、経済性にすぐれた構造とすることができる。

なお、改良体が地中剛体である必要性から、ラップ部の強度が十分に得られなければならな

い。砂地盤の改良に適用された事例が少ない粉体式のような工法では、適用にあたっては、

改良体の品質の一様性、ラップ部の強度の確保等に十分注意するのが望ましい。 

 

（２）高圧噴射攪拌工法の特徴 

①軽量小型の造成機械を用いるため、簡便な足場で狭小な場所でも改良が可能であり、振動、

騒音が少ない。 
②信頼性の高い無機質のセメント系固化材を使用するため、長期的にも安定した効果が得られ

る。 
③砂質土から粘性土、ならびに腐植土や有機質土といった軟弱な地盤全般に適用できる。単管

工法の中には攪拌翼（直径 0.6m 程度）を用いた機械攪拌併用の工法もみられるが、この工

法は排泥の噴出が少ないことから河川内などの水中の施工によく適用されている。 
④昭和 60 年代から広く施工されるようになり、現在までに多数の実績を有している。 

⑤改良径が従来工法の直径 1.0～2.0ｍ程度のものに加えて、三重管工法の応用として直径 2.5

～5.0ｍ程度以上の改良径を可能とする工法も開発され、実施工されている。 

⑥高圧ジェット噴流による攪拌改良のため、護岸、樋門、樋管、水門などへの密着施工が可能で

ある。また、改良体相互の完全ラップ施工による 100％改良も可能である。 

 

（３）注入工法の特徴 

注入工法は、機械攪拌工法や高圧噴射攪拌工法に比べ施工実績は少ないが、平成７年

兵庫県南部地震を契機に既設構造物の直下直近での液状化対策を目的とした材料と工法

の開発がなされ、平成 10 年以降は、河川堤防付近での液状化対策の事例も徐々にではある

が実施されるようになってきている。注入工法の特徴は以下のとおりである。 

①小規模で軽量な施工機で作業場所と作業空間が小さくすみ、地盤深くまで広く改良できる。 
②注入管の方向が任意の角度にとれるため、既設構造物直下などの対策にも適用が可能であ

る。 
③騒音、振動などがなく、市街地での施工が可能である。 
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図-9.3.2 施工手順 

 

②セメントスラリーの吐出 

セメントスラリーの吐出方法は、貫入時吐出と引抜き時吐出の二つの方法があるが、ラップ

時の接合性と攪拌効率の点では貫入時吐出が有利とされている。本工法では、ラップ施工を

重要視するため原則として貫入吐出による施工法を採用している。 

一方、本工法は、砂質地盤を対象にしているため中間で硬質な層に当る可能性が多く、こ

れを貫通しなければならないときがある。このような場合は貫入スピードが変動し、セメントスラ

リーのメートル当たり注入量の調整が難しくなる。これに対処するため、安定剤自動注入装置

を採用する。 

これは、不安定な貫入速度に対応してセメントスラリーの注入量を自動制御できることと、各

深度ごとに異なる注入量の設定に対しても自動制御できるなど従来のセメントスラリーの注入

管理の省力化を可能にしたものである。 

図-9.3.3 に安定剤自動注入装置による施工管理システムの全体構成を示す。 

 

施工位置決め 処理機貫入 
硬化材吐出 

撹拌 

先端処理 
硬化材吐出 

撹拌 

処理機引抜 
（撹拌） 

処理機移動 
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図-9.3.3 安定剤自動注入装置の全体構成例 

 

③硬質層の貫入方法 

液状化対策として砂地盤の改良を目的とする本工法では、粘性土地盤へ適用する場合に

比べて一般的に貫入能率は低くなる。さらに中間で N 値 20 程度以上の硬質な層に当たる場

合でもこれを貫通しなければならないときがある。 

このような場合は、前に紹介した安定剤自動注入装置によって、材料の適正供給と品質は

確保されるが、さらに硬いと、貫入不能になる場合もある。 

特に本工法は補強管を設けているため、貫入抵抗は他の機械攪拌工法に比べて大きいと

考えられる。硬質層貫入用の装備は常時用意しておく等、現場に応じたケースバイケースの

対策も必要になる。 

硬質層貫入用の装備としては、以下に示すようなことが考えられる。 

 

・図-9.3.4 に示すオーガーヘッドを軸の先端に取り付ける。 

・図-9.3.5 に示す超硬チップを攪拌翼に取り付け、硬質地盤へのくい込みを良くする。 

・水セメント比を増加して補強管の摩擦抵抗を減らす。 

 

また、20m 程度の長尺施工などで貫入時間が長引くと、本工法で採用している貫入吐出型

の場合は、杭の仕上がり過程で強度発現が始まり、隣接する杭とのオーバーラップ打設が難

しくなるときがある。このような場合は、遅延剤または遅硬性セメントなどの使用も必要になる。 
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③平面配置計画（格子状改良の場合） 

格子状のパイル配置は、設計上、連続した改良体として扱われるが、施工時には格子状に

配列された 1 つの改良エリアを、独立した 1 ユニットとして仕上げる方が能率的である。このこ

とから、図-9.3.7に示すような改良率別の標準的な杭配置が考えられる。またこの場合、1つの

打設ユニット間の接続は接円型になる。 

所定の施工能率で打設するためには、格子状配置に合わせた適切な施工機の移動方法と

打設順序を予め設定しておく必要がある。 

また、24 時間以上経過した後のラップ打設の施工本数は少ない方が望ましく、そのために

は 1 日当たりの施工能率の設定から平面配置を考え、効率のよいラップ打設ができるように計

画する。 

10.6m

14
.6

m

7.4m

16
.2

m

 

 （改良率 50%）               （改良率 60%） 

図-9.3.7 改良体配置の例（1 ユニット） 

 

④使用材料 

セメントは、普通ポルトランドセメント、高炉セメント B 種、高炉セメント C 種、セメント系固化

剤の中から最適な種類を選定する。 

水セメント比は、標準的には、W/C=80～120(%)とする。 

オーバーラップ部の施工性向上のため、必要によって遅延剤を使用する。遅延剤の種類を

表-9.3.2に示すが、その使用量については事前の試験により強度の発現傾向を把握して決定

する。 
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（４）施工管理 

本工法は、出来形を直接肉眼で観察しながら施工することができないため、施工管理は各

種計測器による計器管理が主体となる。 

主な施工管理項目を以下に示す。 

  ① 使用材料の計量 

  ② セメントスラリー注入量（多軸機の場合は、各軸ごとに管理） 

  ③ 攪拌軸昇降速度 

  ④ 攪拌翼回転数 

  ⑤ 改良深さ 

  ⑥ 攪拌軸トルク 

  ⑦ ベースマシンリーダー垂直性 

これらの施工管理項目のうち、①～⑥の項目は他の地盤改良工法と同様に最小限必要で

あるが、この他に改良壁体としての一体性と止水性を考慮した接合部の管理として、ベースマ

シンリーダーの垂直性（⑦）を管理する傾斜計が必ず必要である。 

図-9.3.11 に施工管理項目を示す。また、表-9.3.5 に施工管理項目の詳細を示す。 

材料 材料の計量

配合

混合

打設位置

打設深度

着底

出
来
形

品
質

項 目 管理内容 施工管理計 システム管理計

（計量器の検定）

改良土1㎥ 当りの
セメント量の確認

混練性能

処理杭1本ごとの
打設位置の確認

処理杭1本ごとの
打設深度の確認

所定深度到達確認

1バッチ当り
セメント量、水量、

一日当り
セメント量、水量、

合計

コンピューター

により

施工評価

スラリー
流量計

処理機
昇降速度計

処理機
軸回転計

処理機
深度計

処理機回転
モーターの

油圧計または
電流計

処理機
昇降速度計

（トランシット）

直ちに修正施工

打設結果表・
日報など作成

オフコン

デ
ジ
タ
ル
印
字
表
入
力

入力

入力

入力

入力

入力

（ ）内は施工管理計器に含まれない。

 
図-9.3.11 施工管理項目 
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（５）事後調査（チェックボーリング） 

事後調査として、ボーリングを実施することが多い。このボーリングはチェックボーリングと呼

ばれ、改良土の強度、均一性および改良体相互のラップ部の品質を確認することを目的とす

る。 

調査計画の策定にあたっては、以下の事項を考慮する必要がある。 

  ･養生期間、調査時期 

  ･調査位置、深度、数 

  ･ボーリング径、サンプラーの種類 

  ･試験項目と試験方法（改良土の強度、含水比、単位体積重量等） 

チェックボーリングの結果はサンプリングの良否によるところが多い。したがって、改良土を

乱さないでサンプリングする必要がある。このためには、改良土の強度と採取目的に応じてサ

ンプラーを選定する必要がある。デニソン型サンプラー、ダブルコアチューブサンプラー、トリ

プルコアチューブサンプラーが使われることが多い。また、良質なコアの採取のため、サンプラ

ーの外径はφ 86mm 以上と比較的大きな径を使用するのがよい。 
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室内試験のうち最も重要な試験項目である一軸圧縮試験の品質管理基準および規格値

の例を表-9.3.6 に示す。これを参考にボーリングの数量、一軸試験供試体作成本数を現

場の土質条件、施工条件に応じて適宜設定する。ただし、各機関の基準において別途定

められている場合は、その基準に従う。 

採取された試料については目視観察を行い、未改良層や有害な亀裂などがないかどうか

を確認することがまず大切である。また、一軸圧縮試験では、目標強度を満たしているか、あ

るいは強度に大きなばらつきがないか、等をできるだけ客観的に調べるため、供試体の採取

深度は無作為に設定するのが望ましい。 

ラップ部の接合強度を適切に評価する試験法として確立したものはないが、斜めボーリング

によりラップ部をサンプリングし、ラップ面に沿ったせん断試験が試みられた事例がある。 

 

表-9.3.6 深層混合処理工法の品質管理基準および規格値の例 

 

 

（６）適用事例 

 

表-9.3.7 機械式攪拌工法（スラリー式）の適用事例概要 

工事名称 長崎開地土地改良工事 

事 業 主 建設省九州地方建設局 

施工場所 福岡県大川市大野島長崎開地 

工  期 1996 年 3 月～9 月 

工事目的 堤体の耐震対策（すべり防止） 

改良土量 11,638m3 

セメント添加

量(α) 

高炉セメント B 種 

α＝190kg/m3 

 

 

試験項目 試験方法 規格値 試験基準

一軸圧縮試験 JIS A 1216

①各供試体の試験結果
は改良地盤設計基準強
度の85％以上

②1回の試験結果は改良

地 盤 設 計 基 準 強 度 以
上。なお、1回の試験と

は3個の供試体の平均値

で表したもの

改良体500本未満は3本、500
本以上は250本増えるごとに1
本追加する。試験は1本の改

良体については、上、中、
下それぞれ1回、計3回とす

る。ただし、1本の改良体で

設計強度を変えている場合
は、各設計強度毎に3回とす

る。
現場の条件、規模等により
上記によりがたい場合は監
督員指示による。
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（７）変位低減型深層混合処理工法 

深層混合処理工法では、施工時の側方地盤へ影響は比較的少ないが、近接物など周辺

環境条件によっては変位抑制対策を講じる必要がある。 

 

工法の概要 

変位低減型深層混合処理工法は、従来の攪拌混合翼の上部にスクリューを取り付け、セメ

ントスラリーの注入量に相当する地盤中の土を強制的に排出することにより、周辺地盤や既設

構造物に影響を与えることなく施工することを可能にした工法である。スクリューの形状は、連

続型、断続型、プロペラ型からなっている。 

処理機を写真-9.3.2 に、地中変位測定結果を図-9.1.13 に示す。 

 

標高（m） 地盤構成 水平変位
AP+4 0

AP-1 1

AP-3 2

AP-17 6

AP-24 9

埋  土

砂質土

上部
粘性土

下部
粘性土

砂質土

深

度

(m)

(cm)

0

-5

-10

-15

-20

-25

-30

-35

-40

-5 0 5 10 15 20

凡 例

通常型

変位低減型

0.44

1.01 16.11

3.30 1 5m

改良域 傾斜計

 

       写真-9.3.2 処理機         図-9.3.13 地中変位測定結果 

         （変位低減型） 

 

工法の特徴 

① 排土を行い、施工時の周辺地盤変位を低減させることにより、既設構造物に対する近接

施工が可能である。 

② 一般に排出した土に改良材が混ざることがないため、残土として通常処分可能であるが、

処分に関しては排出土の性状を調査して慎重に対処する。 

③ 排出量を管理できる専用の施工管理システムを用いることで信頼性の高い施工を実現

できる。 

 

施工順序 
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改良材の吐出方法は、貫入時吐出と引抜き吐出の二つの方法がある。 

本工法は、砂質地盤を対象にしているため中間で硬質な層に当たる可能性が多く、これを

貫通しなければならないときがある。このような場合は貫入スピードが変動し、メートル当たりの

改良材添加量の調整が難しくなる。これに対処するため、改良材吐出量、速度が一定に制御

できる引抜き時に改良材を吐出することを原則とする。メートル当たりの改良材添加量の制御

に十分留意することが大切である。 

 

③硬質層の貫入方法 

液状化対策として砂地盤の改良を目的とする本工法では、粘性土地盤へ適用する場合に

比べて一般的に貫入能率は低くなる。さらに中間で N 値 20 程度以上の硬質な層に当たる場

合でもこれを貫通しなければならないときがある。 

このような場合、硬質層貫入用の装備は常時用意しておく等、現場に応じたケースバイケ

ースの対策も必要になる。 

硬質層貫入用の装備としては、以下に示すようなことが考えられる。 

  ・図-9.3.19 に示す掘削ビットを軸の先端に取り付ける。 

  ・図-9.3.20 に示す超硬チップを攪拌翼に取り付け、硬質地盤への食い込みをよくする。 

また粉体式は、粉粒状の改良材を直接原位置土と攪拌混合するため強度発現が早く、打

設後時間が経過した改良体にラップして打設する時に攪拌翼の貫入が難しい場合がある。こ

のような場合は、後日打設する位置に改良材を入れずに攪拌翼を貫入する「空掘り」を施した

り、遅硬性セメントなどの使用も必要になる。 

 

 

 図-9.3.19 掘削ビット           図-9.3.20 超硬チップ 

 

（２）施工仕様 

①改良深度 

スラリー式と同様である。 

 

②オーバーラップ打設 

基本的には、スラリー式と同じであるが、粉体式では一般的な地盤であれば垂直性を保つ

ための補強管は必要ない場合が多い。 
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③平面配置計画（格子状改良の場合） 

スラリー式と同様である。 

 

④使用材料 

セメントは、普通ポルトランドセメント、高炉セメント B 種、高炉セメント C 種、セメント系固化

剤の中から最適な種類を選定する。 

オーバーラップ部の施工性向上のため、必要によって遅延剤を使用する。遅延剤の種類を

表-9.3.2に示すが、その使用量については事前の試験により強度の発現傾向を把握して決定

する。 

 

⑤室内配合試験 

スラリー式と同様である。 

 

（３）施工機 

表-9.3.10 に施工機の種類と組み合わせを示す。 

図-9.3.21 に施工機の概念図を示す。 

 

 

表-9.3.10 施工機の種類と組み合わせ 

機種 DJM-1070 DJM-2070 DJM-2090 DJM-2110 

軸 数 単軸 2 軸 2 軸 2 軸 

最 大 施 工 深 度  20m 26m 33m 33m 

処 理 機 本 体 

スキッド式:24t 

リーダー長:26m 

処理機出力 

70kW（油圧） 

クローラ式:70t 

リーダー長:26m 

処理機出力 

55kW×2 

クローラ式:88t 

リーダー長:42m 

処理機出力 

90kW×2 

クローラ式:93t 

リーダー長:39m 

処理機出力 

110kW×2 

発 動 発 電 機  
125kVA 

+60kVA 

300kVA 

+60kVA 

350kVA 

+60kVA 

500kVA 

+60kVA 

バ ッ ク ホ ウ 0.6m3 0.6m3 0.6m3 0.6m3 

改 良 材 供 給 機 2m3×1 2m3×2 2m3×2 3.5m3×2 

改 良 材 サ イ ロ 30t 30t 30t 30t 

レ シ ー バ タ ン ク 4m3×1 10m3×1 10m3×1 10m3×1 

空 気 圧 縮 機 10.5m3×1 10.5m3×2 10.5m3×2 10.5m3×2 

*粉体噴射攪拌機には、改良材供給機、改良材サイロ、空気除湿機、空気槽、施工管理計、

制御盤等を含みます。 
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図-9.3.21 施工機概念図 

 

（４）施工管理 

本工法は、出来高を直接肉眼で観察しながら施工することができないため、施工管理は各

種計測器による計測管理が主体となる。 

主な施工管理項目を以下に示す。 

  ①改良材供給量（各軸ごとに管理） 

  ②貫入･引抜速度 

  ③攪拌翼回転数 

  ④改良深さ 

  ⑤攪拌機電流値 

  ⑥ベースマシーンリーダー垂直性 

これらの施工管理項目のうち、①～⑤の項目は他の地盤改良工法と同様に最小限必要で

あるが、この他に改良壁体としての一体性と止水性を考慮した接合部の管理として、ベースマ

シーンリーダーの垂直性（⑥）を管理する傾斜計が必要である。 

図-9.3.22 に施工管理項目を示す。 
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  現 場   ト ラ ン シ ッ ト

  傾斜計

  電流計

  回転計  改良機本体

  深度・速度計

  ロ ー ド セ ル

位置決め

傾斜角度

攪拌機電流値

攪拌翼回転数

貫入・引抜深度

攪拌機深度

改良材供給量

瞬間吐出量演算機

改良材供給機 ﾌｨ ﾙーﾄ゙ﾎｲﾙ回転計

圧力計

流量計

ﾌｨ ﾙーﾄ゙ﾎｲﾙ回転数

搬送空気圧力

搬送空気流量

改良柱体の位置の管理

攪拌混合の管理

着底層の管理

投入量の管理

改良材供給の管理
（自動制御）

計 測 方 法 計 測 項 目 管理 項 目

 

図-9.3.22 施工管理 

 

（５）事後調査（チェックボーリング） 

スラリー式と同様である。 

 

 

 

 

 高圧噴射攪拌工法 

高圧噴射攪拌工法の原理は、先端モニターのノズルから水平方向に固化材スラリーを高圧

で噴射させながら回転・引き上げることにより、対象土の固化材を強制的に攪拌し、液状化層

を固結するものである。 
高圧噴射攪拌工法は、噴射の方法によって単管工法、二重管工法、三重管工法の３つに

大別される。施工仕様などのおおまかな分類の例を表-9.3.11 に示す。 
 

（１）施工方法 

①単管工法による施工フロー・手順 

図-9.3.23 に固化材･配合水の一般的な流れをフローシートに示す。 
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図-9.3.24 に施工手順の例を示す。 
 

出 荷 基 地

固  化  材  サ  イ  ロ

固化材計量装置

ミキサー（固化材混合）

アジテータ（攪拌調整）

流量計（流量管理）

高圧ポンプ（送液）

造成マシン

（サクションホース）

（高圧ホース）

固化材ローリー車 （固化材トラック）

（または固化材架台）

（固化材計量）

水   供   給   口

水   タ   ン   ク

（水中ポンプ）

（水中ポンプ）

水 計量 装 置

（サクションホース）

 

図-9.3.23 施工フローの例 
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図-9.3.27 三重管工法施工順序の例 

 

（２）施工仕様 

① 適用および改良仕様等 

表-9.3.11 に示しているのでここでは省略するが、表-9.3.11 に記入されている値は仕様の一

部であり、土質によって適用や仕様が変動するため検討が必要である。 
 

② 材料 

高圧噴射攪拌工法は、噴射時間（固化材混入量）で改良作業を行うため、安定性の高い材

料の供給が必要である。一般には、セメントまたは専用の固化材を土質･地域･目的等に応じ

て使用する。 
 

③ 標準配合 

一般的な標準配合の例を表-9.3.12、表-9.3.13 に示す。 
配合水量については、セメント等の比重を試験成績書にて確認の上、施工を行う。 
 

表-9.3.12 単管工法の標準配合の例（1m3当たり） 

使 用 材 料 重量（kg） 

普通セメント 760 

混 和 剤 5 

水 758 

合計の重量 1,523 
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表-9.3.13 二重管工法および三重管工法の標準配合の例（1m3当たり） 

使 用 材 料 重量（kg） 

普通セメント 760 

混 和 剤 12 

水 750 

合計の重量 1,522 

 
（３）施工機 

① 単管工法の施工機 

単管工法の施工機の例を表-9.3.14 に示す。 
他工法についても基本的な組み合わせは同様であり、削孔・造成機械、作液機械、管理機

械が主な構成となる。また、同工法のプラント配置例を図-9.3.28 に示す。 
 

表-9.3.14 単管工法の施工機の例 

機  械  名 仕    様 
容量 

（kW） 

寸法 

W×L×H(m) 
重量(kg) 

超高圧ポンプ 20Mpa 80 ℓ/分 55.0 2.2×1.5×1.3 2,500 

ボーリングマシン 5.5kW 級 5.5 1.4×1.0×1.6 565 

グラウトミキサー 500 ℓ×2 槽 16.0 2.3×1.4×1.5 1,100 

グラウトミキサー 500 ℓ×1 槽 8.0 1.6×1.0×1.5 560 

アジテーター 800 ℓ～1,000 ℓ／槽 2.2 1.0×1.0×1.0 500 

固化材サイロ 30ｔ移動型 15.0 5.0×2.5×2.5 4,500 

集中プラント 
ミキサー1.0 m3 

アジテータ 1.5 m3 
14.0 － 2,800 

水槽  － 3.5×10×0.5 4,500 

流量計 0～120ℓ/分 －   

水中ポンプ φ 50mm 1.5  60 
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表-9.3.15 二重管工法および三重管工法の使用機械の例 

機 械 名 規  格 
形 状(m) 

幅×長×高 
重 量（kg） 

動 力

(kg) 
二重管 三重管 

ボーリングマシン 掘進 500m 1.16×2.24×1.59 1,950 11.0 △ 〇 

ボーリングポンプ 210ℓ/分 2.2MPa 0.72×2.35×1.12 625 11.0 △ 〇 

二重管マシン 堀進 500m 自動引上げ式 1.60×1.80×2.33 1,500 11.0 〇  

三重管マシン 5～6rpm 掘進 500m 1.17×2.15×1.45 1,500 11.0  〇 

〃 削孔兼用機 1.34×2.15×1.64 3,300 11.0  △ 

超高圧ポンプ 60ℓ/分 20MPa 1.50×2.20×1.25 2,500 55.0 〇  

〃 70ℓ/分 40MPa 1.50×2.20×1.25 2,500 55.0  〇 

〃 100ℓ /分 40MPa 1.50×2.20×1.25 2,000 75.0  △ 

グラウトポンプ 200ℓ/分 5MPa 1.25×2.00×1.10 1,800 22.0  〇 

セメントスラリー 

プラント 
12m3/h 2.10×2.75×2.40 2,950 5.2 〇 〇 

〃 24m3/h 2.20×2.80×2.55 2,400 14.0  〇 

流 量 計 120ℓ/分 1.00×0.50×0.70 150 － 〇  

〃 200ℓ/分 1.00×0.50×0.70 130 －  〇 

エアコンプレッサー 5Nm3/分 0.7MPa 0.98×1.87×1.08 930 （39.0） 〇 〇 

高圧コンプレッサー  18Nm3/分 1.05MPa 1.60×4.00×2.00 3,300 （140.0）  △ 

セメントサイロ 30t   移動型 2.60×2.60×8.51 6,500 15.0 〇 〇 

サンドポンプ 口径 100mm 強力型  190 11.0 △ 〇 

〃 口径 100mm 超強力型  400 22.0 △ △ 

バキュームポンプ 20m3/h 1.06×2.46×1.48 1,300 15.4 △ △ 

水中ポンプ 口径 50mm 0.21×0.42 30 1.5 〇 〇 

水槽 5m3 1.22×3.16×1.58 1,300 － 〇 〇 

〃 20m3 2.00×6.00×2.20 2,700 － △ 〇 

バキューム車 小型車 大型車    〇 〇 

コンテナ車 大型車    ○ 〇 

クレーン車 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 20t    ○ 〇 

発電機 (防音型)    〇 〇 

〇通常使用  △特殊使用 
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表-9.3.18 管理基準の例 

管理項目 基  準 備  考 

改良径 100 本に１ヶ所。100 本以下は 2 ヶ所測定。1 ヶ所に 4 本測定。 
試掘可能な深さと条

件 

コア採取 
改良体 500 本未満は 3 本、500 本以上は 250 本増えるごとに 1

本追加する。試験は 1本の改良体について、上、中、下それぞ

れ 1 回、計 3 回とする。ただし、1 本の改良体で設計強度を変

えている場合は、各設計強度毎に 3 回とする。 

短期材令、低改良強

度に留意すること 

改良強度 
成形等を行う 

採取コアを用いる 

※現場の条件、規模等により上記によりがたい場合は監督職員の指示による。 

 

 注入工法 

注入工法には、地下工事等での補助的な遮水目的に用いられる工法から貯水ダムの基礎

処理に用いられる工法ならびに液状化対策に特化した大型の浸透改良の工法まで様々ある。

おおまかな区分の例を表-9.3.19に示す。 
 

表-9.3.19 注入工法のおおまかな区分の例 

 

 

 

 

 

工法名 二重管ストレーナ―工法 二重管ダブルパッカー工法 ステージグラウチング工法 液状化対策に特化した工法

概要図

主な目的 仮設の遮水 仮設の遮水～本設 貯水ダムの基礎処理 液状化対策

主な対象土質 ゆるい砂質土 ゆるい砂質土～風化岩 岩盤の亀裂 ゆるい砂質土、砂礫

使用材料 水ガラス系 水ガラス系、セメント系 セメント 特殊シリカ系

液状化対策
への適用性

適用は難しい 適用は可能である 適用は難しい 適用は可能である

備考

地下工事の補助工法として
利用される工法である。本
設目的での適用はあまり見
られない。

仮設目的から本設目的まで
幅広く利用が可能である。
なお、攪拌系の固結工法
の設計計算法を適用するこ
とは難しいと思われる。

岩盤を対象とし、ダムやトン
ネルで利用される。施工に
は、削孔時の孔壁の自立
が必要で、堆積地盤への
適用は難しい。

液状化対策に特化した工
法である。なお、他の固結
工法とは別に独自の設計
方法があり、適用には留意
が必要である。
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（１）施工方法 
注入工法の施工は、一般に図-9.3.31のようなフローに従って実施される。 

 

設 計

事  前  調  査

    ・土質調査
    ・環境調査
    ・周辺施設調査

施   工   計   画

・注入順序    
・削孔および注入管  ・材料の品質確認
の設置方法  ・材料の流通経路

・打設配置の設定

・ステップ長

室内注入試験
・材料配合
・注入速度
・注入圧力

現場試験施工

注入効果の確認

実 施 工

注入効果の確認
・改良範囲
・改良強度

終 了

補  足  注  入

施   工   管  理

・材料管理
 搬入時の数量確認

・使用数量の管理
 流量積算計，残数量管理

・注入量の確認
 流量圧力記録計，チェート紙

・注入（削孔）時の管理
 注入順序，削孔深度，注入深
 ステップ数
 注入流量，注入圧力

・異常の監視および措置
・注入削孔等機械設備の管理

環境監視，保全

近接構造物，地下埋設物
水質検査等

NO

NO

NO

Y E S

Y E S

Y E S

 

図-9.3.31 施工フローチャートの例 
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（２）施工仕様 

① 使用材料 

砂質土や礫質土の間隙への浸透を行う工法であるため、浸透が可能か否かの判断が大切

である。一般には下記のような適用が行われる。 
・二重管ダブルパッカー工法 ：超微粒子セメントまたは特殊シリカ系とする 
・浸透固化処理工法などの工法 ：溶液型特殊シリカ系注入材とする 
 

② 適用地盤 

砂質土や礫質土の間隙への浸透の判断は、土の細粒分含有率（FC）をもとに判断する。粘

土分やシルト分は浸透を阻害するため、これらが多い土質では適用が困難となる。 

・二重管ダブルパッカー工法で超微粒子セメントを用いる場合 

 ：細粒分含有率 FC≦10%以下 

・溶液型特殊シリカ系注入材を用いる場合 ：細粒分含有率 FC≦40%以下 

 

③ 注入孔間隔 

注入孔間隔は、これまでの実績や実験などから経験的に得られた数値によっている。下記

は目安であり、可能であれば現場での試験施工などにて確認が望ましい。 

・二重管ダブルパッカー工法 ：注入孔間隔 1.0～1.5ｍ程度 

・浸透固化処理工法などの工法 ：注入孔間隔 2.0ｍ程度 

 

④ 改良率 

溶液型注入材料を用いた既往の実験では、改良率 70％以上にて液状化しない結果が得

られている。しかし、注入圧力による砂質土の間隙への浸透注入改良であり、改良施工後も

対象地盤の変化や不均一さが受け継がれている。原地盤を強制的に攪拌混合する工法とは

工法原理が大きく異なっており、一様な連続体との評価は難しい。このことを考慮して、改良

率は 100％を基本とする。 
 

（３）施工機 

二重管ダブルパッカー方式において、削孔に使用する機械構成の例を表-9.3.20 に、注入

に使用する機械構成の例を表-9.3.21 に示す。 
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表-9.3.20 削孔使用機械構成の例 

名   称 仕   様 備   考 

ドリリングマシン（クローラ式） 100PS 自走が可能な場合 

ドリリングマシン（スキッド式） 55kW 足場上など 

ボーリングマシン 油圧式 狭隘や空頭制限の場合 

送水ポンプ 100ℓ/min  

スリーブミキサー 300ℓ 2 槽  

スリーブ循環ポンプ 100ℓ/min  

水タンク 5m3  

 
表-9.3.21 注入使用標準機械構成の例 

名   称 仕   様 備   考 

インジェクションポンプ 0～20ℓ/min×2 注入ポンプ 

グラウトミキサー 300ℓ 2 槽 超微粒子セメントの場合 

ミキシングプラント 5,000 ℓ 特殊シリカ系材料の場合 

電磁流量計 0～60ℓ/min 注入量測定 

パッカー加圧ポンプ 1.4MPa 注入パッカー加圧用 

引上装置 0.3t/m2 注入ホース引上げ用 

ベビーコンプレッサー 0.28m3/min ホースプラー作動用 

送水ポンプ 100ℓ/min 注入管水洗い用 

水タンク 5m3  

 
二重管ダブルパッカー工法に使用する削孔工と注入工の施工機の例を図-9.3.34 および図

-9.3.35 に示す。 
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図-9.3.34 削孔工施工機の例 

 

 
図-9.3.35 注入工施工機の例 

 

（４）施工管理 

① 適用する指針基準類 

液状化対策目的の注入工法の位置づけは薬液注入工法と少し異なるが、施工の管理を行

うにあたっては「薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針」（昭和 49 年 7 月 10
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日建設省官技発第 160 号）ならびに「薬液注入工事に係わる施工管理等について」（平成 2

年 9 月 18 日建設省大臣官房技術調査室長通達）を参考とする。 
 

② 施工中の管理 

注入効果に大きな影響を及ぼす注入孔間隔、注入順序、注入圧力、注入材の品質につい

ては、十分な管理を行う必要がある。 
注入材の注入計画範囲外への逸走、近接構造物の損傷防止に努めるとともに、環境条件

によっては騒音、振動面でも配慮をはらう必要がある。 
 

③ 注入効果の確認 

攪拌工法の改良土とは異なり、チェックボーリングによる良好なコアサンプリングが難しい工

法である。また、注入工法が採用に至る条件のひとつに鉛直方向の削孔が困難な場合があり、

このような現場では鉛直方向のチェックボーリングが困難である。 
改良後のサンプリングコアを用いた一軸圧縮強度試験結果を効果確認の基本とするが、こ

れが困難な場合には、削孔による判定試験や未対策地盤との成分差による判定などを行い

確認する。 
チェックボーリングの本数などは「関東地方整備局土木工事施工管理基準及び規格値」

（平成 27年 4 月）の固結工の記述等を参考とし、監督職員と十分に協議の上で管理する必要

がある。 

 

 

 鋼材工法 

本工法は、鋼矢板、鋼管矢板、鋼管杭、あるいはこれらの鋼材に排水部材を取り付けた排

水機能付き鋼材を堤防盛土ののり尻などに打ち込み、盛土のすべり破壊を防止するとともに、

液状化による盛土直下および周辺地盤の強度低下に伴う側方流動を防ぎ、盛土の沈下変形

を抑制する工法である。 

排水機能付き鋼材では、排水部材により地震時の鋼材周辺の過剰間隙水圧の上昇を抑制

し、鋼材周辺地盤の剛性を保持することにより一層の効果が期待できる。 

本工法には以下のような特徴がある。 

・施工機が簡易であり、工期も短い。 

・施工条件に応じた施工機、施工法を選択することにより、環境に配慮した低振動・低騒

音での施工、また、狭い場所、既設構造物に近接した場所、橋梁桁下などでの施工が

可能である。 

・既設の堤防に対して、堤防を切削することなく対策を行うことができる。 
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（１） 施工方法 

鋼矢板の施工に用いられている工法には、以下のようなものがある。 

･ハンマによる打撃工法 

･バイブロハンマによる振動工法 

･圧入機による圧入工法 

･オーガー併用工法 

一般的には、バイブロハンマによる振動工法、圧入機による圧入工法が多く用いられてい

る。 

 

・バイブロハンマによる振動工法 

バイブロハンマによって発生する鉛直方向の起振力を鋼矢板、鋼管矢板等の鋼材に伝え、

鋼材周面および先端の土の抵抗を減少させ、バイブロハンマと鋼材の自重によって鋼材を打

ち込む工法である。施工能率が高く、また、施工条件に応じて様々な機種がある。 

 

・圧入機による圧入工法 

既に打ち込んだ鋼矢板、鋼管矢板等で反力をとり、油圧等によって鋼矢板を押し込む工法

である。機械本体がコンパクトで狭い場所での施工に適し、騒音･振動の心配も少ないため、

都市部での施工など、近年、適用が増加している工法である。 

一般的な施工手順ならびに留意点を以下に示す。 

 

a)打ち込み法線の設定 

打ち込み法線とは鋼材を打ち込むための基準線のことで、河川堤防の対策に用いる場合

には鋼材の中心線にとることが望ましい。 

 

b)導枠工 

正確な打ち込み位置の確保と施工時の安定性の確保のために設ける。 

  
図-9.4.1 導枠工の例 
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c)建て込み 

建て込み作業は、先に建て込んだ鋼矢板に継ぎ手をかみ合わせて、鋼矢板が傾斜したり

位置がずれないように所定の高さまでおろしていく作業である。 

鋼矢板の建て込み作業では、極力斜め引きを避け、ねじれや継ぎ手部の損傷のないように

注意しなければならない。また、排水機能付き鋼材の場合には、排水部材を損傷しないように

留意する必要がある。 

 

d)打ち込み 

鋼矢板の打ち込み方法は、同時に打ち込む枚数によって 1 枚打ちと 2 枚打ちがある。また、

打ち下げの方法によってびょうぶ多段打ちと単独打ちに分けられる。バイブロハンマによる振

動工法および圧入機による圧入工法では 1 枚打ちが普通である。2 枚打ちはハンマによる打

撃工法による場合であるが、1 枚打ちにくらべハンマが大型になることがあるが、傾斜･回転･

蛇行が少なく打ち込み能率を上げることが可能である。 

 

（２）施工仕様 

・適用地盤および打ち込み長さ 

鋼材の打ち込みにおいては、適用地盤の条件、打ち込み機械の能力、鋼材の型式･長さな

どを考慮する必要がある。電動バイブロハンマを用いた場合の打ち込み長さを表-9.4.1 に、油

圧式バイブロハンマを用いた場合の打ち込み長さを表-9.4.2 に、油圧圧入機を用いた場合の

地盤の最大 N 値と打ち込み長さの関係を表-9.4.3 に示す。 

 

表-9.4.1 鋼矢板の打ち込み長さ（電動バイブロハンマ） 

 
 

表-9.4.2 鋼矢板の打ち込み長さ（油圧式バイブロハンマ） 

 
 

 

 

 

IA型 II型 III型 IV型 VL型 IIW型 IIIW型 IVW型 10H型 25H型

バイブロハンマ

単独施工

ウォータジェット

併用施工

19以下

25以下

19以下

19以下

25以下

25以下

15以下

19以下

打込長
(m)

鋼矢板種類

鋼矢板型式

普通 広幅 広幅(ハット形)

6以下 15以下 19以下 25以下

- 15以下 19以下

25以下 15以下

25以下 15以下25以下

IA型 II型 III型 IV型 VL型 IIW型 IIIW型 IVW型 10H型 25H型

バイブロハンマ

単独施工

ウォータジェット

併用施工

鋼矢板種類 普通 広幅 広幅(ハット形)

鋼矢板型式

打込長
(m)

- 15以下 19以下 25以下

- 15以下 19以下 25以下

25以下 15以下 19以下 25以下 15以下 19以下

25以下 15以下 19以下 25以下 19以下 25以下
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表-9.4.3 鋼矢板の打ち込み長さと最大 N 値の関係（油圧圧入機） 

 

 

・使用材料 

a)鋼矢板 

使用する鋼矢板は、JIS A 5523 に準拠するものとし、機械的性質および化学成分は表

-9.4.4、表-9.4.5 のとおりである。 

 

表-9.4.4 鋼矢板の機械的性質 

規格 

記号 

引張 

強さ 

N/mm2 

降伏点 

N/mm2 
試験片 

伸び 

％ 

シャルピー吸収エネルギー (J) 
試験片 

および 

試験片 

採取方向 

試験 

温度 

(℃) 

標準 

試験片 
サブサイズ試験片 

10×10mm 10×7.5mm 10×5mm 

SYW295 
450 

以上 

295 

以上 

1A 号 18 以上 

0 43 以上 32 以上 22 以上 
V ノッチ 

圧延方向 

14B 号 24 以上 

SYW390 
490 

以上 

390 

以上 

1A 号 16 以上 

14B 号 20 以上 

 

表-9.4.5 鋼矢板の化学成分 

規格記号 
化学成分 (%) 

炭素当量

(%) 

C Si Mn P S N Ceq. 

SYW295 
0.18 以下 0.55 以下 1.50 以下 0.04 以下 0.04 以下 

0.0060 

以下 

0.4 以下 

SYW390 0.45 以下 

 

b)鋼管杭および鋼管矢板 

使用する鋼管杭は、JIS A 5525、鋼管矢板は、JIS A 5530 に準拠するものとし、機械的

性質および化学成分は表-9.4.6、表-9.4.7 のとおりである。 

 

 

 

 

IA型 II型 III型 IV型 VL型 IIW型 IIIW型 IVW型 10H型 25H型

N max≦25 10以下 15以下 20以下 25以下 25以下 12以下 25以下 25以下 12以下 25以下

N max≦50 12以下 18以下 20以下 25以下 25以下 14以下 25以下 25以下 14以下 25以下

N max≦180 10以下 15以下 20以下 25以下 25以下 12以下 25以下 25以下 12以下 25以下

鋼矢板種類 普通 広幅 広幅(ハット形)

鋼矢板型式

打込長
(m)
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表-9.4.6 機械的性質 

機械的性質 
引張強さ 

N/mm2 

降伏点又は 

耐力 

N/mm2 

伸び ％ 

5 号試験片 

横方向 

溶接部引張 

強さ 

N/mm2 

へん平性 

平板間の距離（H） 

(D は管の外径) 

製法区分 アーク溶接、電気抵抗溶接 アーク溶接 電気抵抗溶接 

SKK400, SKY400 400 以上 235 以上 18 以上 400 以上 1/3 D 

SKK490, SKY490 490 以上 315 以上 18 以上 490 以上 1/8 D 

 

表-9.4.7 化学成分（単位%） 

種類の記号 C Si Mn P S 

SKK400, SKY400 0.25 以下 － － 0.040 以下 0.040 以下 

SKK490, SKY490 0.18 以下 0.55 以下 1.65 以下 0.035 以下 0.035 以下 

 

c)排水機能付き鋼材 

鋼矢板、鋼管杭、鋼管矢板に目詰まり防止用フィルターを配した排水部材を取り付けた鋼

材である。排水部材の取り付け長さは液状化層厚に地盤の層厚変化を考慮した長さとする。 

 

（３） 施工機 

・主要機械の仕様 

表-9.4.8、表-9.4.9 にそれぞれ振動工法、圧入工法の機械の組合せを示す。 

図-9.4.2、図-9.4.3 にそれぞれ振動工法、圧入工法の施工概念図を示す。 

 

表-9.4.8 振動工法の機械の組合せ 

バイブロハンマ規格 

 

ベースマシン機種 

電動式 

バイブロハンマ 

油圧式 

バイブロハンマ 

45kW 60kW 90kW 120kW 235kW 

クローラクレーン（機械式） 40t 吊 50～55t 吊 70t 吊 50～55t 吊 

テレスコピッククローラクレーン（油圧式） － 50～55t 吊 

ラフテレーンクレーン（油圧式） 25t 吊 

発動発電機 150kVA 200kVA 300kVA 400kVA － 

（注）1.ラフテレーンクレーンは、小運搬用として次の場合のみ計上する。 

    ① 施工場所から 30m 以内のところに矢板置場を設けることができない場合 

    ② 作業場所が狭小で民家その他施設、構造物などを破損または危険にさらすおそ

れのある場合。 

   2.電気溶接機が必要な場合、別途計上する。 

   3.油圧式バイブロハンマによる引抜きの場合のクローラクレーンは、55t 吊を使用する。 
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表-9.4.9 圧入工法の機械の組合せ 

作業の種類 

機械 

圧入 

（Nmax≦ 25） 

圧入 

（Nmax≦50） 

圧入 

（Nmax≦180） 
備考 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型 

25t 吊 

油圧伸縮ジブ型 

50t 吊 
陸上施工時 

杭打ち用ウォータージェット ― 
14.7MPa 

325ℓ／min 
― ― 

クレーン付台船 
クローラクレーン 35～40t 吊 

台船 300t 積 
― 

水上施工時 

引  船 鋼製 100PS 型 ― 

（注）1.圧入は（Nmax≦50）は、杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用する。 

   2.ラフテレーンクレーンは、賃料とする。 

   3.水上施工の場合の注意事項 

    ・潜水士船を必要に応じ計上する。 

    ・クレーン付台船には、圧入（Nmax≦25）時は圧入機、パワーユニット、電気溶接機およ

び鋼矢板を搭載するものとし、鋼矢板の搭載重量は 230t、圧入（Nmax≦50）時は杭打ち

用ウォータージェット、水槽も搭載するものとし、鋼矢板の搭載重量は 210t 以下とする。 

   4.現場条件により表-9.4.9 により難い場合は、現場条件に適した規格を選定する。 

   5.杭打ち用ウォータージェット使用時に濁水処理が必要な場合は、別途計上する。 

 

 

図-9.4.2 振動工法の施工概念図 
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図-9.4.3 圧入工法の施工概念図 

 

表-9.4.10(a)、表-9.4.10(b)に代表的なバイブロハンマの種類（鋼矢板用）を示す。振動工法

は圧入工法に比べ施工が早く、一般的な工法である。普通型バイブロハンマに加え、低振動、

低騒音に対応したもの、空頭制限がある場合の施工に対応した機種などがある。 

例えば、空頭制限が、鋼矢板の全長+2.5m 程度まで施工可能なものがある。ただし、この

場合は、空頭制限に応じて鋼矢板を短く切断し、溶接によって継ぎ足しながら打ち込むことが

必要となる。 

表-9.4.10(c)に代表的な油圧圧入機の種類（鋼矢板用）を示す。圧入工法は、騒音･振動の

心配が少なく、狭い場所での施工、近接施工、空頭制限がある場合の施工に適用可能であ

る。 

例えば、近接施工では既設構造物との離れが 0.5～0.6m 程度まで施工可能な機種、空頭

制限が1.5m程度まで施工可能な機種などがある。ただし、空頭制限がある場合は、振動工法

と同様、鋼矢板の継ぎ足しが必要となる。 
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表-9.4.10(a) バイブロハンマ（電動式）の種類 7) 

  

 

表-9.4.10(b)  バイブロハンマ（油圧式）の種類 7) 

  
 

表-9.4.10(c)  油圧圧入機の種類 8) 

 

※適用杭材等、施工に関する最新情報については、バイブロハンマ工法技術研究会、全国圧入協会が詳しい。 

 

 

 

 

全高 全幅 全奥行

(Hz) (m) (m) (m) (kg) (kg)
18 3 3 09 1 26 0 99 3,690 3,100 標準チャック

0 0 ～ 6 6 3 01 1 52 0 97 4,000 3,200 標準チャック

0 0 ～ 3 8 3 60 2 40 0 97 6,260 5,460 鋼管チャック

18 3 3 14 1 34 1 02 4,000 3,470 標準チャック

0 0 ～ 7 0 3 52 1 71 1 18 6,300 5,145 標準チャック

0 0 ～ 5 5 3 85 2 47 1 18 7,800 6,545 鋼管チャック

30 0 ～ 43 0 18 3 377 0 ～ 465 0 30 0 ～ 10 0 3 50 1 48 1 08 5,020 4,300 標準チャック

0 0 ～ 7 6 3 31 1 65 1 27 5,670 4,740 標準チャック

0 0 ～ 5 2 3 76 2 40 1 27 7,820 6,890 鋼管チャック

0 0 ～ 6 4 3 75 1 80 1 26 7,600 6,400 標準チャック

0 0 ～ 5 1 3 97 2 47 1 27 9,300 8,000 鋼管チャック

41 0 ～ 55 0 18 3 544 0 ～ 731 0 41 0 ～ 9 0 3 88 1 61 1 18 6,900 6,110 標準チャック

0 0 ～ 7 2 3 62 1 77 1 31 7,140 6,000 標準チャック

0 0 ～ 5 1 3 82 2 40 1 31 8,850 7,710 鋼管チャック

0 0 ～ 8 2 3 98 1 97 1 41 9,800 7,950 標準チャック

0 0 ～ 6 4 4 14 2 40 1 41 12,120 10,270 鋼管チャック

備考

～

～

90kW級

60kW級

40～50
kW級

モータ
定格出力

0 0

0 0

0 0

0 0

331 3

475 5

567 9

681 1

0 0

0 0

447 6

547 2

～

26 0

22 0

345 0

292 0

～21 0～0 0

～

～

振動部
質量

本体
質量

空運転時の
振幅

(mm)

7 5

7 1
(kg･m)

寸法
周波数

偏心
モーメント

起振力

(kN)

18 3

18 3

18 3

18 3

16 3

20 0

0 0 41 0～

～0 0 36 0

36 0～0 0

120kW級 65 0～0 0

0 0 ～ 43 0

全高 全幅 全奥行

(kW) (m) (m) (m) (kg)
190 20.0 ～ 60.0 0.0 ～ 347.0 3.09 0.95 0.63 4,000 環境対策型

235 20.0 ～ 60.0 0.0 ～ 474.0 3.48 1.10 0.72 6,500 環境対策型

328 20.0 ～ 33.3 0.0 ～ 800.0 4.08 1.52 0.89 9,130 環境対策仕様

エンジン
出力

本体
質量 備考

(Hz) (kN)

周波数 起振力
寸法

圧入力 （kN）

引抜力 （kN）

ストローク （mm）

操作方法

移動方法

全長 （mm）

全幅 （mm）

全高 （mm）

質量 （kg）

適用杭長 （m）

質量 （kg）

動力源 （kW）

定格出力 （kW）

全長 （mm）

全幅 （mm）

全高 （mm）

質量 （kg）

3,655

13,900 14,880

4,170

1,300

850

900

800

3,7703,490

1,240

8,550

2,585

1,250

2,545

1,000

900

1,210

2,430

600

730

690 1,200

1,300

600

2,585

1,400

－－

－ －

5,580

1,425 2,300

10,250

7,600 14,400 11,900

24.030.015.0

230

4,715

2,075

2,350

8,300 6,800

2,550

2,065

3,975

23088

3,450

1,980

2,440

5,350 7,300

2,350

2,075

4,150

195230

4,715

1,960

2,350

7,450 6,850

2,440

2,015

4,150

195195

4,150

2,015

2,350

6,650 6,100

2,350

1,705

4,300

169

－

－－

－－

－

1,100

750

3,195

1,270

2,515

9,500

2,520

7,050 8,200

2,520

1,145

2,720

1,000

1,100

850

2,070

1,000

適用杭材 II～IV（400）
VL・VIL（500）

IIw～IVw（600）

標準 硬質地盤対応型

（mm） 10H～25H（900） II～IV（400）
VL・VIL（500）

ラジオコントロール

II～IV（400）

ラジオコントロール ラジオコントロール ラジオコントロール ラジオコントロール

750

1,100

1,000 1,000

自走式 自走式

低空頭対応型

VL・VIL（500）
IIw～IVw（600）

10H～25H（900）

800 780

980

1,000

自走式

ディーゼルエンジン ディーゼルエンジン ディーゼルエンジン ディーゼルエンジン ディーゼルエンジン ディーゼルエンジン

自走式 自走式 自走式

圧入機本体

オーガ装置

パワーユニット

ラジオコントロール

自走式 自走式

ディーゼルエンジン ディーゼルエンジン

ラジオコントロール ラジオコントロール
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（４） 施工管理 

鋼矢板の場合の施工管理項目の例として、表-9.4.11 を示す。鋼材を用いた対策工法は、

品質の安定した材料である鋼材を用いることから、施工管理は現場での出来形管理が中心で

ある。 

 

表-9.4.11 鋼矢板の施工管理項目 

工  種 管 理 項 目 管 理 上 の 注 意 

測量・ 

やり形工 

基点あるいは 

観測やぐらの位置出し 

(1)三角測量によるものとする。 

(2)基点または観測やぐらは明確で堅固なものとする。 

導材工 
導材工の位置 許容誤差 

導材工の構造 導杭、導梁が鋼矢板の打ち込みに支障のないこと。 

建込工 

鋼矢板の鉛直性 (1)建込み中、直角 2 方向からトランシットなどで観測

する。 

(2)必要に応じて潜水士による海底の建込み位置の確

認 

鋼矢板の打込法線 

に対する出入 

継ぎ手部の骸合状況 正常な骸合状況の確認 

打込工 

打込み記録  

ハンマの打撃状況 

(1)ローダー軸線と鋼矢板軸線のずれの有無 

(2)キャップのかかり具合、クッションの担耗状況の確

認 

鋼矢板の打止り 

(1)硬質地盤への打込みの場合など、所定天端まで打

込めないときの打止まりの決定 

(2)当初の調査より実際の土質がやわらかい場合の継

ぎ足しの検討 

鋼矢板の鉛直性 (1)直角 2 方向からトランシットなどで観測する。 

(2)許容量 鋼矢板の打込み法線 

に対する出入 

鋼矢板壁延長の計測 

(1)鋼矢板 10 数枚毎、あるいはびょう風打ちの建込鋼

矢板 1 ブロック毎程度に観測する。 

(2)許容量 

継ぎ手部の骸合状況 正常な骸合状況の確認 

異形鋼矢板の打込み 

(1)くさび鋼矢板の要不要の決定 

(2)異形鋼矢板は一度は全長を打込む。 

(3)異形鋼矢板の連続使用をさける。 
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堤体液状化対策工法は、ドレーン工法と押え盛土工法との 2 種類の工法からなる。 

押え盛土工法は用地の制約を別にすれば、川表、川裏両側への適用が可能である。一方、

ドレーン工法は川裏側のみへの適用となる。 

いずれの工法も河川土工で一般的に実施されている工種であり、河川土工マニュアル 9)を

参考に施工するものとし、特に留意すべき点を以下に列記する。 

 

 ドレーン工法 

堤体が下に凸に基礎地盤にめり込んでいる場合に、ドレーン工を水平に施工すると、ドレ

ーン工下部に堤体液状化層が残ることとなる。したがって、基礎地盤の粘性土（非液状化層）

が浅い位置で出ることが分かっている場合には、粘性土の上面までの堤体土等を除去し、液

状化しない材料で置換する必要がある。基礎地盤の粘性土（非液状化層）が深く置換できな

い場合には、ドレーン工の下部に液状化層が存在することを設計で見込んでおく必要があ

る。 

 

 押え盛土工法 

（１）押え盛土の材料 

押え盛土の材料に砂質土を用いると、既設の堤体に加えて押え盛土自体にも液状化が生

じる可能性が考えられる。また、押え盛土の材料に粘性土等の透水性の低い材料を用いた場

合、図-9.5.1に示すように、堤体内に浸透した雨水が排出されにくくなり、堤体内水位を高める

ことが考えられる。したがって、押え盛土の材料には、礫などの特に透水性の高い材料を用い

るのが望ましい。このとき、降雨、高水の繰返し作用によって既設の堤体土が吸出しの作用を

受けることを避けるため、既設の堤体土と押え盛土の間には吸出し防止シートを設けるのがよ

い。また、洪水による押え盛土の流出をできるだけ抑えるために、ドレーン工のように透水性の

高い材料を鉄線等で包んで押え盛土の前面に設置することや、表面の覆土、植生工を施す

こと等を個別に判断するとよい。 
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 維持管理 

 

（１）液状化対策に係る維持管理は、液状化対策を実施した区間とその周辺の堤防の浸透安

全性、耐震性が確保できるよう実施するものである。 

（２）点検・調査の結果等に応じて、適切な補修・復旧等の処置を実施する。 

 

（１）維持管理の目的を明確化したものである。同じ目的で設計も行っているが、地盤調査を含

め、設計には限界があり、これを維持管理で補っていく必要がある。また、液状化対策工も経

年的に、あるいは、出水や地震のようなイベントによって、機能が低下していくことが想定され

る。このような機能低下分も維持管理によって補っていく必要がある。 

地震は何時発生するか分からないが、発生するまでの間、耐震対策工や堤防の機能を維

持していくことが求められる。このため、長期的な視点に立った維持管理が必要となるのは言

うまでもない。 

 

（２）維持管理の手順を示したもので、維持管理は点検・調査と補修・復旧等の処置の 2 つの行

為から構成される。 

これまで液状化対策を実施してきた箇所の変状事例は非常に少ない。2011 年東北地方太

平洋沖地震でも、天端の縦断亀裂 1)や、対策実施区間の境界部分で横断亀裂 2)が確認され

ているだけで、いずれも軽微な被害であった。また、降雨や洪水によって、液状化対策を実施

した箇所で変状が生じた事例の報告はない 

このため、液状化対策工に係る点検・調査、補修・復旧は、現時点で報告されている液状

化対策に係る変状事例を最大限活用しつつも、基本的には一般土堤の方法に準拠せざるを

得ない状況にある。今後の事例の蓄積を踏まえ、本章の記述を拡充していくことが必要であ

る。 

 

 

液状化対策工の設計資料、工事資料、点検・調査記録、補修・復旧履歴等はできるだけ詳

細に記録し保存するものとする。 
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変状が生じた箇所の補修・復旧を検討する上で、液状化対策工の設計資料、工事資料、

点検・調査記録、補修・復旧履歴等が必要となる。変状を生じた箇所だけの情報だけでなく、

その前後区間や類似区間の情報も重要であり、変状の有無や程度、これらの情報を比較検

討することによって、変状の原因を推定することが可能となる。 

また、液状化対策の概要が把握できていると、点検時の着目点が絞れ、変状の発見も容易

になる。 

例えば、写真-10.1 のように施工箇所に一般図や施工時期、区間などの情報を含む銘板を

設置しておくと、点検時にも対策の概要を簡単に把握することができる。 

 

 
写真-10.1 対策箇所に設置された銘板の例（北上川） 

 

 

定期的に点検を実施し、その結果を踏まえ必要な調査を実施する。 

 

点検は、河川砂防技術基準 維持管理編（河川編）3)及び堤防等河川管理施設及び河道

の点検要領 4)、堤防及び護岸点検結果評価要領（案）5)に準拠し実施すればよい。また、地震

後の点検・調査は、震後対応の手引き 6)に準拠して実施すればよい。 

 

（１）点検における留意事項 

液状化対策を実施することによって、施工後に発生しうる変状としては以下が考えられるが、

その他の変状も液状化対策工が関連している可能性もあるため、幅広く点検するのがよい。

施工中に発生する変状については、第 9 章を参照のこと。 
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・地盤高さの変化 

特に川側の地盤の状況は出水によって大きく変わる場合がある。堤防近傍の地盤の高さが

大きく変わると設計の前提条件を満足しなくなるため、対策工の効果が十分に発揮されないこ

ともある。1995 年の兵庫県南部地震における淀川の被災では、高水敷があった区間の被災

程度は無かった区間の被災程度に比べ軽微であった 7)。このような事例からも堤防近傍の地

盤高さが被災程度に大きな影響を与えることが推測される。 

 

・亀裂・沈下 

固結工法などの地盤改良の施工境界周辺や押え盛土の土被りが変化する部分では亀裂

が生じる場合がある。亀裂は不等沈下に伴うものが多く、不等沈下の原因としては圧密（経年

的）や液状化（地震時）がある。写真-10.2 は浅層地盤改良を実施した区間と改良を実施して

いなかった区間の境界部で発生した横断亀裂 2)である。液状化対策の有無によって沈下量

が異なるため、境界部では亀裂が生じやすい。大きな亀裂が生じないようすり付け区間を設け

ることも多いが、全ての亀裂の発生を防げるものではないので、すり付け区間の有無によらず

対策工の境界部は念入りに点検する必要がある。 

なお、これまで液状化対策を実施した区間で大きな沈下を伴う変状が生じた事例は確認さ

れていない。 

 

 

写真-10.2 対策・無対策区間の境界付近に発生した横断亀裂（手前が対策区間。横に伸

びる複数の白線が亀裂）2) 

 

・湿潤化 

固結工法や矢板工法のように地下水位の移動を阻害する対策を実施した場合に、対策前

に比べ湿潤化する場合がある。常時と出水時で地下水の移動の向きが変わることもあるため、

常時・出水時の違い、対策工の位置によって、湿潤化しやすい位置が変わる。対策工の設計
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において浸透安全性の検討を行い、必要に応じて通水部を設けるなどの対応をとることにし

ているものの、湿潤化が顕著な箇所においては、ドレーン工の設置等を検討するとよい。 

地震後の点検においては、堤防だけでなく周辺の地盤や構造物の状況も合わせて調べる

必要がある。周辺地盤の噴水や噴砂の痕跡、周辺構造物（家屋や電柱、堤脚水路など）の傾

斜やゆがみなどを記録しておくと、基礎地盤の液状化が影響したどうか判断する際の根拠の1

つとなる。 

 

（２）調査 

点検によって変状が確認された場合に、調査の実施を検討する。軽微な変状の場合には、

経過観察を行えばよいが、一定以上の変状の場合には調査を実施する。調査の目的は、変

状原因の特定、補修・復旧等の対応の必要性の判断、対応すべき範囲の特定、工法の選定

などである。変状の種類、規模等に応じて、調査方法、範囲、密度を適切に設定する必要が

ある。 

例えば、亀裂の場合には、消石灰を水に溶いた液体を亀裂に流し込み、試掘によって石

灰の貫入深さを調査し、切返し範囲の設定に用いることが多い。また、亀裂だけではなく、沈

下や陥没等を含み堤防の形状が変化している場合には、速やか（復旧前）に縦横断測量を

実施し、対策工や亀裂、噴砂等の位置と対応付けることが望ましい。 

変状原因の特定、補修・復旧等の対応の必要性の判断、対応すべき範囲の特定、工法の

選定などに照らして、既存地盤調査結果で不足する場合は地盤調査を追加しなければなら

ない。また、目視点検や測量から比較的浅い液状化が原因と推定される場合に、変状原因を

特定するために堤防の開削調査が有効である。対策工の変位や損傷状況を確認するために、

対策工周りの開削調査が有効な場合もあると考えられる。 

 

（３）計測機器を用いたモニタリング 

実際の事例において対策原理に基づいて液状化対策の効果を検証した事例は極めて少

ない。効果を定量的に確認するために、計測機器を用いたモニタリングが極めて有効である。

耐震対策工の設計法を更なる合理化を図る上でも、このような事例の積み重ねが不可欠であ

る。 

鳴瀬川の右岸中下地先（0.7km 付近）では、サンドコンパクションパイル工法による液状化

対策の効果を確認するため、図-10.1 に示す計測機器が設置されている。観測結果の代表的

な事例として、2003 年 7 月宮城県北部地震（本震）による記録 8)を図-10.2 に示す。地表で最

大 400gal 程度の強い地震動が観測されたが、この地震による中下地先の堤防の被害は報告

されていない。間隙水圧に着目すると、未改良箇所に比べ改良箇所の過剰間隙水圧比が小

さいことが分かる。なお、未改良箇所(天端-9m)については、記録装置の設定により本震時の

計測値が頭打ちとなっているが、実際にはより大きな値に達したものと考えられる。 
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るいは激しく損傷したと推測される場合には、特別な対応が必要となると考えられる。このよう

な場合には、有識者を集めた技術委員会の設置なども検討するとよい。 
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